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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カチオン性染料が、乳化重合法によって、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有
するアニオン性重合性界面活性剤」及び「疎水性モノマー」から誘導された繰り返し構造
単位を有するポリマーにより被覆されたものであり、且つ前記アニオン性重合性界面活性
剤が下記一般式（３３）で表されるものであることを特徴とするマイクロカプセル化染料
。
【化１】

［式中、ｐは９又は１１であり、ｑは２～２０の整数であり、Ａは－ＳＯ３Ｍ３で表わさ
れる基であり、Ｍ３はアルカリ金属、アンモニウム塩又はアルカノールアミンである］
【請求項２】
　前記ポリマーが、前記アニオン性重合性界面活性剤及び前記疎水性モノマーに対して共
重合可能なコモノマーから誘導された繰り返し構造単位をさらに有するコポリマーである
ことを特徴とする請求項１に記載のマイクロカプセル化染料。
【請求項３】
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　前記コモノマーが、前記アニオン性重合性界面活性剤以外の親水性モノマー、架橋性モ
ノマー、紫外線吸収能を有する骨格を有するモノマー、及び、光安定化能を有する骨格を
有するモノマーからなる群から選択された１種以上であることを特徴とする請求項２に記
載のマイクロカプセル化染料。
【請求項４】
　前記疎水性モノマーが、スチレン誘導体；単官能アクリル酸エステル類；単官能メタク
リル酸エステル類；油脂肪酸とオキシラン構造を有する（メタ）アクリル酸エステルモノ
マーとの付加反応物；炭素原子数３以上のアルキル基を含むオキシラン化合物と（メタ）
アクリル酸との付加反応物；アリル化合物；フマル酸、マレイン酸、イタコン酸のエステ
ル類；ラジカル重合性基を有するモノマーからなる群より選ばれる少なくとも１種である
ことを特徴とする、請求項１～３のいずれか一項に記載のマイクロカプセル化染料。
【請求項５】
　カチオン性染料を溶解した水性媒体中で、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有
するアニオン性重合性界面活性剤」及び「疎水性モノマー」を乳化重合するマイクロカプ
セル化染料の製造方法であって、前記「アニオン性重合性界面活性剤」として、下記一般
式（３３）で表されるものを用いることを特徴とするマイクロカプセル化染料の製造方法
。
【化２】

［式中、ｐは９又は１１であり、ｑは２～２０の整数であり、Ａは－ＳＯ３Ｍ３で表わさ
れる基であり、Ｍ３はアルカリ金属、アンモニウム塩又はアルカノールアミンである］
【請求項６】
　（Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性剤」を
、前記「アニオン性重合性界面活性剤」が前記カチオン性染料のカチオン性基の総モル数
に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性界面活性剤」を
前記カチオン性染料に固定化する工程と、
　（Ｂ１）「アニオン性重合性界面活性剤」に対して共重合可能な疎水性モノマーを前記
水性媒体に添加して混合する工程、
　（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始
剤を加えて乳化重合する工程とを有する請求項５に記載のマイクロカプセル化染料の製造
方法。
【請求項７】
　（Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性剤」を
、前記「アニオン性重合性界面活性剤」が前記カチオン性染料のカチオン性基の総モル数
に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性界面活性剤」を
前記カチオン性染料に固定化する工程と、
　（Ｂ２）「アニオン性重合性界面活性剤」に対して共重合可能な疎水性モノマーと架橋
性モノマーとを前記水性媒体に添加して混合する工程、
　（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始
剤を加えて乳化重合する工程とを有する請求項５に記載のマイクロカプセル化染料の製造
方法。
【請求項８】
　前記工程（Ｂ１）または（Ｂ２）において、前記水性媒体に「紫外線吸収能を有する骨
格を有するモノマー」及び／又は「光安定化能を有する骨格を有するモノマー」を添加す
る請求項６または７に記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
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【請求項９】
　前記工程（Ｃ）において、前記水性媒体に前記「アニオン性重合性界面活性剤」以外の
親水性モノマーを分散させる請求項６～８のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料の
製造方法。
【請求項１０】
　前記疎水性モノマーが、スチレン誘導体；単官能アクリル酸エステル類；単官能メタク
リル酸エステル類；油脂肪酸とオキシラン構造を有する（メタ）アクリル酸エステルモノ
マーとの付加反応物；炭素原子数３以上のアルキル基を含むオキシラン化合物と（メタ）
アクリル酸との付加反応物；アリル化合物；フマル酸、マレイン酸、イタコン酸のエステ
ル類；ラジカル重合性基を有するモノマーからなる群より選ばれる少なくとも１種である
ことを特徴とする、請求項５～９のいずれか一項に記載のマイクロカプセル化染料の製造
方法。
【請求項１１】
　請求項５～１０のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料の製造方法により得られる
マイクロカプセル化染料。
【請求項１２】
　請求項１～４，１１のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料を含むことを特徴とす
る水性分散液。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロカプセル化染料及びその製造方法、水性分散液及びインクジェット
記録用インクに関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録方法は、微細なノズルヘッドからインク液滴を吐出して、文字や図
形を紙などの記録媒体の表面に記録する方法である。インクジェット記録方法としては電
歪素子を用いて電気信号を機械信号に変換し、ノズルヘッド部分に貯えたインク液滴を断
続的に吐出して記録媒体表面に文字や記号を記録する方法や、あるいはノズルヘッドの吐
出部分に近い一部でインク液の一部を急速に加熱して泡を発生させ、その泡による体積膨
張でインク液滴を断続的に吐出して、記録媒体表面に文字や記号を記録する方法などが実
用化されている。
【０００３】
　インクジェット記録用インクとして、染料を水中に溶解させた水溶性染料インクが広く
知られている。水溶性染料を用いた水性インクは、色数が豊富で色調が鮮明で、優れた画
像品質を有する印刷物を容易に得ることができるという利点があるが、滲みや耐水性、耐
光性に劣るという欠点がある。また、顔料を水性媒体に分散させた水性インクは、耐水性
、耐光性は良好であるが、色数が染料に比べて少なく、一般には色調の鮮明さや透明性に
劣る傾向がある。
【０００４】
　この問題の解決を意図して、着色樹脂微粒子を用いた水性インクが多数提案されている
。着色樹脂微粒子を得る方法として乳化重合を用いる方法が従来から知られているが、そ
の例としては、特定の単量体と色材からなる着色剤組成物を重合してなる着色微粒子が水
系媒体中に分散している着色微粒子エマルジョンが知られている（従来例１：特許文献１
参照）。
【０００５】
　また、カチオン性モノマーと非極性ビニルモノマーとを共重合してなる樹脂粒子を染色
し、この粒子をインクの着色剤として使用する技術が知られている（従来例２：特許文献
２参照）。
【０００６】
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　また、水性媒体中で重合性不飽和単量体とこれと親和性を有する着色剤の存在下でアニ
オン性及び／又はノニオン性反応性乳化剤を乳化重合させて着色樹脂微粒子を製造する方
法とこの粒子をインクの着色剤として用いる方法が知られている（従来例３：特許文献３
参照）。
【０００７】
　また、油溶性染料とエチレン性不飽和単量体を含有する油相を共重合可能な反応性界面
活性剤の存在下で水中に乳化させてエマルションを作製しエチレン性不飽和単量体と反応
性界面活性剤とを共重合して、着色剤含有重合体を製造する技術が知られている（従来例
４：特許文献４参照）。
【０００８】
　また、水系で酸性染料とカチオン性重合性界面活性剤とを静電相互作用させ、このカチ
オン性重合性界面活性剤を重合させることによって、着色ポリマー粒子を作製し、これを
界面活性剤で分散させて水性分散液とする技術が知られている（従来例５：非特許文献１
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００２－１２１４１７
【特許文献２】特開２０００－１０９７３６
【特許文献３】特開平９－２７９０７３
【特許文献４】特開２００１－３０２７０８
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】島津善治，谷口竜王，川口正剛，長井勝利、第１２回高分子ミクロスフ
ェア討論会予稿集、ｐ．１３８～１３４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、従来例１により得られる着色ポリマー粒子を着色剤として用いるインク
は、水性媒体内に乳化重合時に用いられる通常の乳化剤（反応性のない乳化剤）や分散剤
が多量に残留するため水性インクの浸透性が高く滲みや画像濃度の低下（濃度が低い）、
ノズル孔周囲が濡れることによって吐出安定性に劣る、長期の保存安定性に劣る等の問題
がある。また、インクジェット記録用インクに通常添加される水溶性溶媒によって着色ポ
リマー粒子から色素が脱離しやすい傾向にあることから、得られる印刷物の印字品質、印
字濃度が低下しやすく、特に染料が油溶性染料である場合に顕著である。染料が水溶性染
料である場合には耐水性が低下する傾向にある。
【００１２】
　また、従来例２により得られる着色ポリマー粒子は着色力が不足していることから、こ
れを用いたインクは十分な画像濃度を得ることができないと言う問題と、インクジェット
記録用インクに通常添加される水溶性溶媒によって着色ポリマー粒子から色素が脱離しや
すい傾向にあることから、印刷物は滲み等の発生による印字品質低下や印字濃度の低下及
び耐水性の低下が起こり、印字品質や印字濃度及び耐水性が安定しない。
【００１３】
　また、従来例３により得られる着色ポリマー粒子は粒径が十分に小粒径でなく、また粒
度分布も安定していないため、これを着色剤として用いたインクをインクジェット記録用
インクとして使用した場合、吐出が不安定となる傾向にあり、得られる印刷画像の品質は
劣り、色調の鮮明性も不十分であった。
【００１４】
　また、従来例４により得られる着色ポリマー粒子を着色剤とするインクは、インクジェ
ット記録用インクに通常添加される水溶性溶媒によって着色ポリマー粒子から色素が脱離
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しやすい傾向にあることから、得られる印刷物の印字品質、印字濃度が低くなりやすく、
特に染料が油溶性染料である場合に顕著である。
【００１５】
　また、従来例５により得られる着色ポリマー粒子を水性液中に分散させるためには、通
常、高分子分散剤に代表される界面活性剤の添加が必要であり、このような高分子分散剤
の存在によって、インクジェット記録用インクの吐出安定性（インクが記録ヘッドから一
定方向に安定して吐出される特性）や目詰まり性（記録ヘッドのノズルがつまりにくい特
性）が不十分なものとなる。さらに、インク中の高分子型分散剤の含有率が高くなりすぎ
ると、インクの粘度が高くなりすぎて吐出安定性が損なわれるため、高分子型分散剤の含
有率は制限されることとなり、これに応じて、着色ポリマー粒子の含有量も制限されるの
で、従来例５によるインクを使用して得られた記録物の画像は印字濃度が低く、特に、記
録媒体を普通紙とした場合には、画像の滲みが発生しやすく、また、発色性も低い。
【００１６】
　本発明は、上記問題点に鑑みて成されたものであって、その目的とするところは、
（１）分散性及び分散安定性に優れる、
（２）記録ヘッドからの吐出安定性に優れる、
（３）画像の堅牢性に優れる記録物を得ることができる、
（４）画像の印字濃度が高い記録物を得ることができる、
（５）画像の耐擦性に優れる記録物を得ることができる、
（６）記録媒体として普通紙を使用する場合においても、画像が滲みにくく、また画像の
発色性が高い記録物を得ることができる、
の前記（１）～（６）の全てを満足するインクジェット記録用インクを高効率で作製可能
なマイクロカプセル化染料及びその製造方法、並びに、水性分散液を提供することである
。
　また、本発明の目的は、前記（１）～（６）の全てを満足するインクジェット記録用イ
ンクを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者らは鋭意検討の結果、特定のマイクロカプセル化染料を作製し、このマイクロ
カプセル化染料をインクジェット記録用インクの着色剤とすることによって、驚くべきこ
とに、前記（１）～（６）の全てを満足するインクジェット記録用インクを得ることがで
きることを見出し、本発明を完成したものである。すなわち、本発明の技術的構成は以下
の通りである。
【００１８】
［１］ カチオン性染料が、乳化重合法によって、「アニオン性基と疎水性基と重合性基
とを有するアニオン性重合性界面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー（
但し、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」を
除く）」から誘導された繰り返し構造単位を有するポリマーにより被覆されたことを特徴
とするマイクロカプセル化染料。
［２］ 前記ポリマーが、前記アニオン性重合性界面活性剤及び前記アニオン性基を有す
る親水性モノマーに対して共重合可能なコモノマーから誘導された繰り返し構造単位をさ
らに有するコポリマーであることを特徴とする前記［１］に記載のマイクロカプセル化染
料。
［３］ 前記コノマーが、前記アニオン性重合性界面活性剤及び前記アニオン性基を有す
る親水性モノマー以外の親水性モノマー、疎水性モノマー、架橋性モノマー、紫外線吸収
能を有する骨格を有するモノマー、及び、光安定化能を有する骨格を有するモノマーから
なる群から選択された１種以上であることを特徴とする前記［２］に記載のマイクロカプ
セル化染料。
【００１９】
［４］ 前記アニオン性重合性界面活性剤の重合性基が、ビニル基、アリル基、アクリロ
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イル基、メタクリロイル基、プロペニル基、ビニリデン基、及びビニレン基からなる群か
ら選んだ基である、前記［１］～［３］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料。
［５］ 前記アニオン性重合性界面活性剤のアニオン性基が、スルホン酸基、スルフィン
酸基、カルボキシル基、カルボニル基、及びこれらの塩からなる群から選んだ基である、
前記［１］～［４］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料。
［６］ 前記アニオン性重合性界面活性剤の疎水性基が、アルキル基、アリール基及びこ
れらが組み合わされた基からなる群から選んだ基である、前記［１］～［５］のいずれか
に記載のマイクロカプセル化染料。
［７］ 前記アニオン性基を有する親水性モノマーが、アクリル酸、メタクリル酸、クロ
トン酸、エタアクリル酸、プロピルアクリル酸、イソプロピルアクリル酸、２－アクリロ
イルオキシエチルコハク酸、２－アクリロイルオキシエチルフタル酸、２－メタクリロイ
ルオキシエチルコハク酸、２－メタクリロイルオキシエチルフタル酸、イタコン酸、フマ
ール酸、マレイン酸、４－スチレンスルホン酸及びその塩、ビニルスルホン酸及びその塩
、スルホエチルアクリレート及びその塩、スルホエチルメタクリレート及びその塩、スル
ホアルキルアクリレート及びその塩、スルホアルキルメタクリレート及びその塩、スルホ
プロピルアクリレート及びその塩、スルホプロピルメタクリレート及びその塩、スルホア
リールアクリレート及びその塩、スルホアリールメタクリレート及びその塩、ブチルアク
リルアミドスルホン酸及びその塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸
及びその塩およびホスホエチルメタクリレートからなる群より選ばれる少なくとも１種で
あることを特徴とする、前記［１］～［７］のいずれか一項に記載のマイクロカプセル化
染料。
【００２０】
［８］ カチオン性染料を溶解した水性媒体中で、「アニオン性基と疎水性基と重合性基
とを有するアニオン性重合性界面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー（
但し、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」を
除く）」を乳化重合することを特徴とするマイクロカプセル化染料の製造方法。
［９］ （Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性
剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活性
剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料のカチオン性基
の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性界面
活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を前記カチオン性染料に固定化す
る工程と、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び前記「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを有する
前記［８］に記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
【００２１】
［１０］ （Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活
性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活
性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料のカチオン性
基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性界
面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を前記カチオン性染料に固定化
する工程と、
（Ｂ１）「アニオン性重合性界面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」
に対して共重合可能な疎水性モノマーを前記水性媒体に添加して混合する工程、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び前記「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを有する
前記［８］に記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
【００２２】
［１１］ （Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活
性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活
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性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料のカチオン性
基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性界
面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」を前記カチオン性染料に固定化
する工程と、
（Ｂ２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び「アニオン性基を有する親水性モノマー」
に対して共重合可能な疎水性モノマーと架橋性モノマーとを前記水性媒体に添加して混合
する工程、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び前記「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを有する
前記［８］に記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
【００２３】
［１２］ 前記工程（Ｂ１）または（Ｂ２）において、前記水性媒体に「紫外線吸収能を
有する骨格を有するモノマー」及び／又は「光安定化能を有する骨格を有するモノマー」
を添加する前記［１０］または［１１］に記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
［１３］ 前記工程（Ｃ）において、前記水性媒体に前記「アニオン性重合性界面活性剤
」及び前記「アニオン性基を有する親水性モノマー」以外の親水性モノマーを分散させる
前記［９］～［１２］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料の製造方法。
［１４］ 前記アニオン性基を有する親水性モノマーが、アクリル酸、メタクリル酸、ク
ロトン酸、エタアクリル酸、プロピルアクリル酸、イソプロピルアクリル酸、２－アクリ
ロイルオキシエチルコハク酸、２－アクリロイルオキシエチルフタル酸、２－メタクリロ
イルオキシエチルコハク酸、２－メタクリロイルオキシエチルフタル酸、イタコン酸、フ
マール酸、マレイン酸、４－スチレンスルホン酸及びその塩、ビニルスルホン酸及びその
塩、スルホエチルアクリレート及びその塩、スルホエチルメタクリレート及びその塩、ス
ルホアルキルアクリレート及びその塩、スルホアルキルメタクリレート及びその塩、スル
ホプロピルアクリレート及びその塩、スルホプロピルメタクリレート及びその塩、スルホ
アリールアクリレート及びその塩、スルホアリールメタクリレート及びその塩、ブチルア
クリルアミドスルホン酸及びその塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン
酸及びその塩およびホスホエチルメタクリレートからなる群より選ばれる少なくとも１種
であることを特徴とする、前記［８］～［１３］のいずれか一項に記載のマイクロカプセ
ル化染料の製造方法。
［１５］ 前記［８］～［１４］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料の製造方法
により得られるマイクロカプセル化染料。
［１６］ 前記［１］～［７］，［１５］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料を
含むことを特徴とする水性分散液。
【００２４】
［１５］ 前記［１４］に記載の水性分散液を含むインクジェット記録用インク。
［１６］ 前記［１］～［６］，［１３］のいずれかに記載のマイクロカプセル化染料と
水とを少なくとも含むことを特徴とするインクジェット記録用インク。
［１７］ 水溶性有機溶媒をさらに含むことを特徴とする前記［１５］または［１６］に
記載のインクジェット記録用インク。
［１８］ 前記水溶性有機溶媒が、沸点が１８０℃以上の高沸点水溶性有機溶媒であるこ
とを特徴とする前記［１７］に記載のインクジェット記録用インク。
［１９］ 前記水溶性有機溶媒が、グリセリン、多価アルコールのアルキルエーテル及び
１，２－アルキルジオールからなる群から選択された１種以上の化合物を含むことを特徴
とする前記［１７］または［１８］に記載のインクジェット記録用インク。
【００２５】
［２０］ 固体湿潤剤をさらに前記インクジェット記録用インクの全重量に対して３重量
％～２０重量％で含むことを特徴とする前記［１５］～［１９］のいずれかに記載のイン
クジェット記録用インク。
［２１］ 前記固体湿潤剤が、トリメチロールプロパンおよび／または１，２，６－ヘキ
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サントリオールであることを特徴とする前記［２０］に記載のインクジェット記録用イン
ク。
［２２］ 界面活性剤をさらに含むことを特徴とする前記［１５］～［２１］のいずれか
に記載のインクジェット記録用インク。
［２３］ 前記界面活性剤が、アセチレングリコール系界面活性剤および／またはアセチ
レンアルコール系界面活性剤であることを特徴とする前記［２２］のインクジェット記録
用インク。
［２４］ 糖類をさらに含むことを特徴とする前記［１５］～［２３］のいずれかに記載
のインクジェット記録用インク。
【発明の効果】
【００２６】
　以上説明したように、本発明によれば、
（１）分散性及び分散安定性に優れる、
（２）記録ヘッドからの吐出安定性に優れる、
（３）画像の堅牢性に優れる記録物を得ることができる、
（４）画像の印字濃度が高い記録物を得ることができる、
（５）画像の耐擦性に優れる記録物を得ることができる、
（６）記録媒体として普通紙を使用する場合においても、画像が滲みにくく、また画像の
発色性が高い記録物を得ることができる、
の前記（１）～（６）の全てを満足するインクジェット記録用インクを高効率で作製可能
なマイクロカプセル化染料及びその製造方法、並びに、水性分散液を提供できる。
　また、本発明によれば、前記（１）～（６）の全てを満足するインクジェット記録用イ
ンクを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】カチオン性染料の集合体が、水性媒体に分散するとともに、アニオン性重合性界
面活性剤とに対して、共存している状態を示す模式図である。
【図２】図１に示す分散状態においてアニオン性重合性界面活性剤が重合された状態を示
す模式図である。
【図３】カチオン性染料の集合体が、水性媒体に分散するとともに、アニオン性重合性界
面活性剤と疎水性モノマーとに対して、共存している状態を示す模式図である。
【図４】図３に示す分散状態においてアニオン性重合性界面活性剤と疎水性モノマーとが
重合された状態を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、カチオン性染料が、乳化重合法に
よって、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」
及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」から誘導された繰り返し構造単位を
有するポリマーにより被覆されてなることを特徴としている。
【００２９】
　ここでは、前記ポリマーが、前記アニオン性重合性界面活性剤及び／又は前記アニオン
性基を有する親水性モノマーに対して共重合可能なコモノマーから誘導された繰り返し構
造単位をさらに有するコポリマーであっても良い。
【００３０】
　前記乳化重合法によれば、重合系内に、カチオン性染料のカチオン性基と、乳化重合に
用いられる「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤
」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」のアニオン性基とに起因する分極
状態が作製される。そして、カチオン性染料の周囲に存在する乳化重合前におけるモノマ
ーの配置形態が重合系内の前記特定の分極状態の影響を受けることによって高精度で制御
されることにより、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、
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（１）分散安定性に優れる、
（２）記録ヘッドからの吐出安定性に優れる、
（３）画像の堅牢性に優れる記録物を得ることができる、
（４）画像の印字濃度が高い記録物を得ることができる、
（５）画像の耐擦性に優れる記録物を得ることができる、
（６）記録媒体として普通紙を使用する場合においても、画像が滲みにくく、また画像の
発色性が高い記録物を得ることができる、の前記（１）～（６）の全てを満足するインク
ジェット記録用インクを作製可能である。なお、マイクロカプセル化の手法として知られ
る転相乳化法や酸析法では、顔料のような水に溶解しない固形物の表面に樹脂を吸着させ
ることで被覆することは可能であるが、水に溶解する染料を樹脂で被覆することは、実質
上、不可能である。
【００３１】
　本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、カチオン性染料を溶解した水性媒
体中で、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」
及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を乳化重合することにより好適に作
製でき、より具体的には、以下の本発明の第一及び第二実施形態に係るマイクロカプセル
化染料の製造方法により好適に作製できる。
【００３２】
　本発明の第一実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造方法は、
（Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び
／又は前記「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活
性剤」及び／又は前記「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料の
カチオン性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン
性重合性界面活性剤」を前記カチオン性染料に固定化する工程と、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は前記「アニオン性基を有する親水
性モノマー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを
有することを特徴とする。
【００３３】
　また、本発明の第二実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造方法は、
（Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び
／又は前記「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活
性剤」及び／又は前記「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料の
カチオン性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン
性重合性界面活性剤」を前記カチオン性染料に固定化する工程と、
（Ｂ１）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」に対して共重合可能な疎水性モノマーを前記水性媒体に添加して混合する工程、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は前記「アニオン性基を有する親水
性モノマー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを
有することを特徴とする。
【００３４】
　このようなマイクロカプセル化染料の製造方法によれば、
Ｉ）例えばイオン交換水等の脱イオン水を主成分とする水性媒体にカチオン性染料を溶解
し、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーのアニ
オン性基量が前記カチオン性染料のカチオン性基の総モルに対して前記範囲となるように
アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーを分散させ
て、カチオン性染料のカチオン性基とアニオン性重合性界面活性剤のアニオン性基との間
にイオン結合を形成させ、
ＩＩ）共重合性モノマーとして疎水性モノマーを用いる場合には疎水性モノマーを上記水
性媒体に添加し混合してから、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有
する親水性モノマーを添加し混合させることにより、芯（コア）にカチオン性染料からな
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る色素を有し、且つ外郭に水相側に向いて配向したアニオン性基を持ったミセルを形成さ
せることができる。
　この水性媒体に重合開始剤を加え、重合反応を実施することによって、極めて高精度に
制御された構造を有するマイクロカプセル化染料の製造が可能となる。
【００３５】
　前記第一実施形態の製造方法によれば、カチオン性染料が、「アニオン性基と疎水性基
と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する
親水性モノマー」から誘導された繰り返し構造単位を有するポリマーにより被覆されてな
るマイクロカプセル化染料が得られる。
　前記第二実施形態の製造方法によれば、カチオン性染料が、「アニオン性基と疎水性基
と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する
親水性モノマー」と疎水性モノマーとから誘導された繰り返し構造単位を有するポリマー
により被覆されてなるマイクロカプセル化染料が得られる。
【００３６】
　以下、前記した好適な製造方法においてカチオン性染料の起こり得る存在状態を説明し
ながら、本発明の実施形態を説明する。ただし、以下に挙げる染料の存在状態は推定を含
むものである。
【００３７】
　先ず、第一実施形態においては、カチオン性染料を脱イオン水を主成分とする水性媒体
に溶解し、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー
を加えることによって、図１に示すように、カチオン性染料の集合体１０が芯（コア）に
芯物質として存在し、アニオン性基１１と疎水性基１２と重合性基１３とを有するアニオ
ン性重合性界面活性剤２がその周囲に存在し、さらに、その周囲にアニオン性重合性界面
活性剤２が存在した状態となる。すなわち、カチオン性染料１のカチオン性基１４とアニ
オン性重合性界面活性剤２のアニオン性基１１がイオン性の強い結合で吸着することによ
ってカチオン染料の集合体１０が形成される。そして、さらにこの周囲にアニオン性重合
性界面活性剤２が存在することによって、内側のアニオン性重合性界面活性剤２の疎水性
基１２と重合性基１３に対して、外側のアニオン性重合性界面活性剤２の疎水性基１２と
重合性基１３が、疎水性相互作用によって向き合い、外側のアニオン性重合性界面活性剤
２のアニオン性基１１は水性媒体の存在する方向、すなわちカチオン性染料の集合体１０
から離れる方向に向いた、いわゆる、ミセルのような状態となる。
【００３８】
　この状態に例えば重合開始剤を添加してアニオン性重合性界面活性剤２の重合性基１３
を重合させることによって、図２に示すように、アニオン性染料の集合体１０がポリマー
層６０で被覆されたマイクロカプセル化染料１００が作製される。ここで、ポリマー層６
０の表面はアニオン性基１１を有するので、マイクロカプセル化染料１００は、水性媒体
（水を主成分とする溶媒）に分散可能である。前記アニオン性重合性界面活性剤２の代わ
りに、アニオン性基を有する親水性モノマーを使用する場合も同様にしてマイクロカプセ
ル化染料を作製することができる。
【００３９】
　また、第二実施形態においては、カチオン性染料１のカチオン性基１４とアニオン性重
合性界面活性剤２のアニオン性基１１がイオン性の強い結合で吸着することによって、図
３に示すように、カチオン性染料１の集合体１０を核に、アニオン性基１１と疎水性基１
２と重合性基１３とを有するアニオン性重合性界面活性剤２がその周囲に存在する状態を
形成する。ここに、アニオン性重合性界面活性剤に対して共重合可能な疎水性モノマー１
５を加えると、内側のアニオン性重合性界面活性剤２の疎水性基１２と重合性基１３と、
外側のアニオン性重合性界面活性剤２の疎水性基１２と重合性基１３とが存在する疎水領
域に、疎水性モノマー１５が存在するようになる。外側のアニオン性重合性界面活性剤２
は、その疎水性基１２と重合性基１３を芯（コア）に向け、アニオン性基１１を水性媒体
の存在する方向、すなわちカチオン性染料１の集合体１０から離れる方向に向けて最外郭
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に位置して、いわゆるミセルのような状態を形成する。この状態に例えば重合開始剤を添
加して、アニオン性重合性界面活性剤３の重合性基１３および疎水性モノマー１５の重合
性基１６を重合反応させることによって、図４に示すように、カチオン性染料１の集合体
１０がアニオン性重合性界面活性剤２とこれらと共重合可能な疎水性モノマー１５とから
形成されたポリマー層６１で被覆されたマイクロカプセル化染料１０１が作製される。こ
こで、ポリマー層６１の表面はアニオン性基１１を有するので、マイクロカプセル化染料
１０１は水性媒体に分散可能である。前記アニオン性重合性界面活性剤２の代わりに、親
水性基としてアニオン性基を有する親水性モノマーを使用する場合も同様にして、マイク
ロカプセル化染料を作製することができる。
【００４０】
　以上に説明したカチオン性染料がポリマーにより被覆されたマイクロカプセル化染料に
よれば、その製造工程においてマイクロカプセル化染料の芯部分にカチオン性染料が集合
体を形成することから、ポリマー微粒子を製造してから染料で着色して得る着色ポリマー
やモノマーに油溶性染料を溶解し乳化重合して得る着色ポリマー等の従来の着色ポリマー
に比較して染料濃度を高くすることができる。これによって、印刷濃度が高く、かつ、発
色性の高い記録物を得ることができる。また、染料とポリマーがイオン的に強固に結合し
ていることから、染料のブリードアウトが無い。また、染料が集合体を形成してポリマー
層に保護された芯（コア）として存在するため、耐水性、耐湿性、耐光性等の堅牢性に優
れる。また、図２及び図４に示すように、マイクロカプセル化染料の表面のアニオン性基
が水性媒体の存在する方向に向いて規則正しく密に配向していることから、高分子型分散
剤を併用しなくとも、マイクロカプセル化染料の水性媒体に対する分散安定性は高い。そ
のため、本発明に係るマイクロカプセル化染料をインクジェット記録用インクの着色剤と
して用いた場合、より多重量のマイクロカプセル化染料をインク中に含有させても優れた
分散安定性を維持できる。これによって、マイクロカプセル化染料が記録ヘッドのノズル
を詰まらせる虞れが少なくなることから、吐出安定性も良好となる。すなわち、分散安定
性および吐出安定性に優れると同時に、従来の色材に染料を用いた着色ポリマー粒子を着
色剤とする水系インクと比較して着色剤の含有濃度が向上した水系染料インクを作製でき
る。これらによって画像の堅牢性に優れるとともに、印刷濃度の高い記録物を得ることが
できる。
【００４１】
　より具体的に考察すれば、本発明のマイクロカプセル化染料においては、上述したよう
に、アニオン性基が水性媒体側に向かって規則正しく密に配向しているものと考えられる
ので、マイクロカプセル化染料の間に、効果的な静電的な反発力が生じているものと考え
られる。また、このような静電的な反発力に加えて、染料を被覆しているポリマーに起因
する立体障害による効果（高分子効果）も、本発明のマイクロカプセル化染料が水性媒体
中で優れた分散安定性を有する一因となっているものと考えられる。
【００４２】
　記録媒体を普通紙とした場合に画像の滲みの発生を抑制できる理由、また、画像の印字
濃度の高い理由としては、マイクロカプセル化染料の水性媒体側に向かって規則正しく密
に配向しているアニオン性基の働きによるところが大きいものと考えられる。インクが記
録ヘッドから吐出されて普通紙上に着弾すると、インク溶媒は紙中に急速に浸透し、本発
明のマイクロカプセル化染料は、その表面に存在するアニオン性基が普通紙中に通常含ま
れるマグネシウム，カルシウム，アルミニウム等の各種の金属イオンと相互作用すること
によって凝集しやすく、また、普通紙のサイズ処理においてサイズ剤と共に用いられた普
通紙中のカチオン性デンプンや、カチオン性高分子とマイクロカプセル化染料のアニオン
性基とが相互作用することによって吸着あるいは凝集しやすい。また、マイクロカプセル
化染料は、その表面のアニオン性基とセルロース繊維との相互作用によって普通紙のセル
ロース繊維上に吸着しやすい。よって、本発明のマイクロカプセル化染料を着色剤とする
インクが記録ヘッドから吐出されて普通紙上に着弾すると、着色剤が普通紙の表面近傍に
溜まりやすいので、高い画像濃度が得られるとともに滲みの発生も抑制されるものと考え
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られる。
【００４３】
　次に、本発明に係るマクロカプセル化染料の構成成分について詳細に説明する。
【００４４】
　カチオン性染料は、公知のものを限定なく使用できるが、以下のものを好適に例示でき
る。
　マゼンタを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックレッド１，２，９，
１２，１３，１４，１５，１７，１８，２２，２３，２４，２７，２９，３２，３４，３
５，３６，３７，３８，３９，４０，Ｃ．Ｉ．ベーシックバイオレット１，３，７，１４
，１５，２１，２５，２６，２７，２８等を挙げることができる。
【００４５】
　シアンを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックブルー１，３，５，７
，９，１９，２１，２２，２４，２５，２６，２８，２９，４０，４１，４４，４５，４
７，５４，５８，５９，６０，６４，６５，６６，６７，６８等を挙げることができる。
【００４６】
　イエローを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックイエロー１，２，１
１，１３，１４，１９，２１，２５，２８，３２，３３，３４，３５，３６等を挙げるこ
とができる。
【００４７】
　ブラックを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックブラック２，８等を
挙げることができる。
【００４８】
　オレンジを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックオレンジ２，１４，
１５，２１，２２，３２，３３，３４等を挙げることができる。
【００４９】
　グリーンを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックグリーン１，４，６
等を挙げることができる。
【００５０】
　ブラウンを発現するカチオン性染料としては、Ｃ．Ｉ．ベーシックブラウン１，１１，
１２等を挙げることができる。
【００５１】
　また、カチオン性染料としては、蛍光染料を使用することもでき、Ｃ．Ｉ．ベーシック
レッド１，１－１、Ｃ．Ｉ．ベーシックイエロー３５，４０，９５、Ｃ．Ｉ．ベーシック
ブルー７、Ｃ．Ｉ．ベーシックバイオレット１０，１１：１等を挙げることができる。
【００５２】
　カチオン性染料は、アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界
面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーから誘導された繰り返し構造単
位とを有するポリマーによって被覆されることにより、本発明の第一実施形態に係るマイ
クロカプセル化染料とされる。第一実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、前記した
第一実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造方法により、より具体的には、脱イオ
ン水を主成分とする水性溶媒にカチオン性染料を溶解し、これに、アニオン性重合性界面
活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーを前記所定範囲の量で加え、超音
波を照射した処理した後に、さらにアニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基
を有する親水性モノマーを加えて混合し、超音波を照射して処理した後に、重合開始剤を
加えて重合反応することにより得られる。
【００５３】
　また、カチオン性染料は、アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重
合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーから誘導された繰り返し
構造単位と、疎水性の共重合性モノマーから誘導された繰り返し構造単位とを有するポリ
マーによって被覆されることにより、本発明の第二実施形態に係るマイクロカプセル化染
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料とされる。より具体的には、第二実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、前記した
第二実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造方法により、より具体的には、脱イオ
ン水を主成分とする水性媒体にカチオン性染料を溶解し、これに、アニオン性重合性界面
活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーを前記所定範囲の量で加えて超音
波を照射し処理した後に、疎水性の共重合性モノマーを加え、さらにアニオン性重合性界
面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーを加えて混合し、超音波を照射
して処理した後に、重合開始剤を加えて重合反応することにより得られる。
【００５４】
　前記工程（Ａ）において、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有す
る親水性モノマーの添加量は、カチオン性染料のカチオン性基の総モル数（ｍｏｌ）に対
して、０．５～２倍モルの範囲であり、より好ましくは、０．８～１．２倍モルの範囲で
ある。
【００５５】
　ここで、前記工程（Ａ）において、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性
基を有する親水性モノマーがカチオン性染料のカチオン性基の総モル数に対して０．５倍
未満となると、ポリマーによってカチオン性染料を被覆できなくなる状態が顕著となって
、マイクロカプセル化染料が殆ど製造されない。一方、アニオン性重合性界面活性剤及び
／又はアニオン性基を有する親水性モノマーがカチオン性染料のカチオン性基の総モル数
に対して２倍超過となると、水性媒体に分散することのできない凝集物の発生が顕著とな
り、“凝集物を除去する工程が必要となる”あるいは“カチオン性染料が凝集物に取り込
まれることによって、マイクロカプセル化染料の収率が不十分となる”等の不具合が生じ
、マイクロカプセル化染料の製造効率が著しく低下する。
【００５６】
　本発明のマイクロカプセル化染料の製造方法によれば、前記工程（Ａ）において、アニ
オン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーの添加量を、カ
チオン性染料のカチオン性基の総モル数（ｍｏｌ）に対して０．５倍モル以上とすること
によって、アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー
がカチオン性染料にイオン的に強く結合し、容易にカプセル化が可能となる。さらに、０
．８倍モル以上とすれば、ポリマーによってカチオン性染料をより確実に被覆でき、マイ
クロカプセル化染料を確実に得ることができる。
　また、２倍モル以下の添加量とすることで、上記した凝集物の発生や、カチオン性染料
に未吸着のアニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー
が過度に発生することに起因するカチオン性染料を芯物質として持たないポリマー粒子（
ポリマーのみからなる粒子）の発生を防止することができる。さらに１．２倍モル以下と
すれば、より確実に凝集物の発生を抑制できる。
　以上により本発明のマイクロカプセル化染料の製造方法によれば、前記（１）～（６）
の全てを満足するインクジェット記録用インクを作製可能なマイクロカプセル化染料を確
実にかつ高効率で得ることができる。
【００５７】
　アニオン性重合性界面活性剤の親水性基としては、スルホン酸基、スルフィン酸基、カ
ルボキシル基、カルボニル基およびこれらの塩からなる群から選択されたアニオン性基が
好ましく、疎水性基としては、アルキル基，アリール基およびこれらが組み合わされた基
からなる群から選択されることが好ましい。
　重合性基としては、不飽和炭化水素基が好ましく、さらに詳しくは、ビニル基、アリル
基、アクリロイル基、メタクリロイル基、プロペニル基、ビニリデン基、ビニレン基から
なる群から選択されたものであることが好ましい。このなかでも特にアクリロイル基、メ
タクリロイル基が好ましい例として例示できる。
【００５８】
　前記アニオン性重合性界面活性剤の具体的な例としては、特公昭４９－４６２９１号公
報、特公平１－２４１４２号公報、又は特開昭６２－１０４８０２号公報に記載されてい
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るようなアニオン性のアリル誘導体、特開昭６２－２２１４３１号公報に記載されている
ようなアニオン性のプロペニル誘導体、特開昭６２－３４９４７号公報又は特開昭５５－
１１５２５号公報に記載されているようなアニオン性のアクリル酸誘導体、特公昭４６－
３４８９８号公報又は特開昭５１－３０２８４号公報に記載されているようなアニオン性
のイタコン酸誘導体などを挙げることができる。
【００５９】
　本発明において使用するアニオン性重合性界面活性剤としては、例えば、一般式（３１
）：
【００６０】
【化１】

【００６１】
［式中、Ｒ２１及びＲ３１は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～１２の炭化水
素基であり、Ｚ１は、炭素－炭素単結合又は式
－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－
で表される基であり、ｍは２～２０の整数であり、
Ｘは式－ＳＯ３Ｍ１で表される基であり、Ｍ１はアルカリ金属、アンモニウム塩、又はア
ルカノールアミンである］
で表される化合物、又は式（３２）：
【００６２】
【化２】

【００６３】
［式中、Ｒ２２及びＲ３２は、それぞれ独立して、水素原子又は炭素数１～１２の炭化水
素基であり、Ｄは、炭素－炭素単結合又は式
－ＣＨ２－Ｏ－ＣＨ２－
で表される基であり、ｎは２～２０の整数であり、
Ｙは式－ＳＯ３Ｍ２で表される基であり、Ｍ２はアルカリ金属、アンモニウム塩、又はア
ルカノールアミンである］
で表される化合物が好ましい。
【００６４】
　前記式（３１）で表される重合性界面活性剤は、特開平５－３２０２７６号公報、又は
特開平１０－３１６９０９号公報に記載されている。式（３１）におけるＲ２１の種類と
ｘの値を適宜調整することによって、求められる親水性又は疎水性の度合いに対応させる
ことが可能である。式（３１）で表される好ましい重合性界面活性剤としては、下記の式
（３１０）で表される化合物を挙げることができ、具体的には、下記の式（３１ａ）～（
３１ｄ）で表される化合物を挙げることができる。
【００６５】
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【００６６】
　［式中、Ｒ３１，ｍ，Ｍ１は式（３１）で表される化合物と同様］
【００６７】

【化４】

【００６８】
【化５】

【００６９】
【化６】

【００７０】
【化７】

【００７１】
　前記のアニオン性重合性界面活性剤としては、市販品を用いることもできる。例えば、
第一工業製薬株式会社のアクアロンＨＳシリーズ（アクアロンＨＳ－０５、ＨＳ－１０、
ＨＳ－２０、ＨＳ－１０２５）、あるいは、旭電化工業株式会社のアデカリアソープＳＥ
－１０Ｎ，ＳＥ－２０Ｎなどを挙げることができる。
　旭電化工業株式会社のアデカリアソープＳＥ－１０Ｎは、式（３１０）で表される化合
物において、Ｍ１がＮＨ４、Ｒ３１がＣ９Ｈ１９、ｍ＝１０とされた化合物である。旭電
化工業株式会社のアデカリアソープＳＥ－２０Ｎは、式（３１０）で表される化合物にお
いて、Ｍ１がＮＨ４、Ｒ３１がＣ９Ｈ１９、ｍ＝２０とされた化合物である。
【００７２】
　また、本発明において使用するアニオン性重合性界面活性剤としては、例えば、一般式
（３３）：
【００７３】
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【化８】

【００７４】
［式中、ｐは９又は１１であり、ｑは２～２０の整数であり、Ａは－ＳＯ３Ｍ３で表わさ
れる基であり、Ｍ３はアルカリ金属、アンモニウム塩又はアルカノールアミンである］
で表される化合物が好ましい。式（３３）で表される好ましいアニオン性重合性界面活性
剤としては、以下の化合物を挙げることができる。
【００７５】

【化９】

【００７６】
［式中、ｒは９又は１１、ｓは５又は１０］
【００７７】
　前記のアニオン性重合性界面活性剤としては、市販品を用いることもできる。例えば、
第一工業製薬株式会社のアクアロンＫＨシリーズ（アクアロンＫＨ－０５、アクアロンＫ
Ｈ－１０）などを挙げることができる。アクアロンＫＨ－０５は、上記式で示される化合
物において、ｒが９、ｓが５とされた化合物と、ｒが１１、ｓが５とされた化合物との混
合物である。アクアロンＫＨ－１０は、上記式で示される化合物において、ｒが９、ｓが
１０とされた化合物と、ｒが１１、ｓが１０とされた化合物との混合物である。
【００７８】
　また、アニオン性重合性界面活性剤としては、下記の式（Ａ）で表される化合物も好ま
しい。
【００７９】

【化１０】

【００８０】
［上式中、Ｒ４は水素原子または炭素数１から１２の炭化水素基を表し、ｌは２～２０の
数を表し、Ｍ４はアルカリ金属、アンモニウム塩、またはアルカノールアミンを表す。］
【００８１】
　以上に例示したアニオン性重合性界面活性剤は、単独で、又は２種以上の混合物として
使用することができる。
【００８２】
　前記アニオン性重合性界面活性剤のアニオン性基の一部は、マイクロカプセル化後、カ
プセル表面に水相側に配向して存在するものと考えられる。これによって、カプセル化粒
子の水相中での分散性及び分散安定性が優れたものとなる。また、上記のアニオン性基は
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、普通紙中に通常含まれるマグネシウム、カルシウム、アルミニウム等の各種の金属イオ
ンやカチオン性デンプンやカチオン性高分子や、セルロース繊維と相互作用しやすい。か
かるマイクロカプセル化染料を着色剤とするインクジェット記録用インクを普通紙に対し
て吐出させれば、着色剤が普通紙の着弾位置近傍に溜まりやすいので、より確実に、画像
濃度が得られるとともに、滲みの発生も抑制できる。
【００８３】
　本発明において使用できるアニオン性基を有する親水性モノマーとしては、その構造中
に親水性基としてのアニオン性基と重合性基とを少なくとも有するもので、親水性基がス
ルホン酸基、スルフィン酸基、カルボキシル基、カルボニル基およびこれらの塩の群から
選択されたものを好適に例示できる。
　重合性基としては、ラジカル重合が可能な不飽和炭化水素基であって、ビニル基、アリ
ル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、プロペニル基、ビニリデン基、ビニレン基か
らなる群から選択されるのが好ましい。
【００８４】
　スルホン酸基、スルフィン酸基、カルボキシル基、カルボニル基およびこれらの塩等の
アニオン性基は、カプセル表面に水相側に配向して存在するものと考えられ、これによっ
てカプセル化粒子の水相中での分散性及び分散安定性が優れたものとなる。また、上記の
アニオン性基は、普通紙中に通常含まれるマグネシウム，カルシウム，アルミニウム等の
各種の金属イオンや、カチオン性デンプンやカチオン性高分子や、セルロース繊維と相互
作用しやすい。親水性基としてアニオン性基を有する重合性モノマーを使用してマイクロ
カプセル化染料を作製し、このようなマイクロカプセル化染料を着色剤とするインクジェ
ット記録用インクを普通紙に対して吐出させれば、着色剤が普通紙のセルロース繊維上に
吸着しやすいことから、着弾位置近傍で、かつ、紙表面近傍に溜まりやすいので、より確
実に、画像濃度が得られるとともに滲みの発生も抑制できる。
【００８５】
　アニオン性基を有する親水性モノマーの好ましい具体例としては、カルボキシル基を有
するモノマーとして、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、エタアクリル酸
、プロピルアクリル酸、イソプロピルアクリル酸、２－アクリロイルオキシエチルコハク
酸、２－アクリロイルオキシエチルフタル酸、２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸
、２－メタクリロイルオキシエチルフタル酸、イタコン酸、フマール酸、マレイン酸等が
挙げられる。これらの中でもアクリル酸及びメタクリル酸が好ましい。スルホン酸基を有
するモノマーとしては、例えば、４－スチレンスルホン酸及びその塩、ビニルスルホン酸
及びその塩、スルホエチルアクリレート及びその塩、スルホエチルメタクリレート及びそ
の塩、スルホアルキルアクリレート及びその塩、スルホアルキルメタクリレート及びその
塩、スルホプロピルアクリレート及びその塩、スルホプロピルメタクリレート及びその塩
、スルホアリールアクリレート及びその塩、スルホアリールメタクリレート及びその塩、
ブチルアクリルアミドスルホン酸及びその塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパン
スルホン酸及びその塩等が挙げられる。また、ホスホン基を有するモノマーとしては、ホ
スホエチルメタクリレート等のリン酸基含有（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００８６】
　前記工程（Ａ）において、アニオン性重合性界面活性剤とアニオン性基を有する親水性
モノマーとを併用する場合においては、その添加量の総和が、カチオン性染料のカチオン
性基の総モル数（ｍｏｌ）に対して、前記したように、好ましくは、０．５～２倍モルの
範囲であり、より好ましくは、０．８～１．２倍モルの範囲である。
【００８７】
　工程（Ｃ）におけるアニオン性重合性界面活性剤の添加量は、工程（Ａ）における“ア
ニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー”に対して、
１倍～１０倍モル程度の範囲が好ましく、より好ましくは１倍モル～５倍モル程度の範囲
である。１倍モル以上の添加量とすることにより、カプセル化粒子の分散性及び分散安定
性が優れたものとなり、吐出安定性も優れたものとなる。さらには紙繊維への吸着性が向
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上し、印刷濃度、発色性に優れたものとなる。１０倍モル以下の添加量とすることでカプ
セル化に寄与しないアニオン性重合性界面活性剤の発生を抑制し、そしてカプセル粒子以
外に芯物質が存在しないポリマー粒子が発生することを防止できる。
【００８８】
　工程（Ｃ）におけるアニオン性基を有する親水性モノマーの添加量は、工程（Ａ）にお
ける“アニオン性重合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー”に
対して、１倍モル～１０倍モル程度の範囲が好ましく、より好ましくは、１．５倍モル～
５倍モル程度の範囲である。１倍モル以上の添加量とすることにより、カプセル化粒子の
分散性及び分散安定性が優れたものとなり、吐出安定性も優れたものとなる。１０倍モル
以下の添加量とすることでカプセル化に寄与しない親水性モノマーの発生を抑制し、そし
てカプセル粒子以外に芯物質が存在しないポリマー粒子が発生することを防止できる。
【００８９】
　工程（Ｃ）においてアニオン性重合性界面活性剤とアニオン性基を有する親水性モノマ
ーとを併用する場合においては、その添加量の総和が工程（Ａ）における“アニオン性重
合性界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマー”に対して、１倍モル～
１０倍モル程度の範囲が好ましく、より好ましくは、１倍モル～５倍モル程度の範囲であ
る。前述したように、１倍モル以上の添加量とすることにより、カプセル化粒子の分散性
及び分散安定性が優れたものとなる。１０倍モル以下の添加量とすることでカプセル化に
寄与しない親水性モノマーの発生を抑制し、そしてカプセル化粒子以外に芯物質が存在し
ないポリマー粒子の発生を防止することができる。
【００９０】
　さらに、特に、記録物の定着性や耐擦過性、耐溶剤性を制御したり、インクの保存安定
性を制御する目的で、その他のコモノマーを添加してもよく、前記第二実施形態は、その
他のコモノマーとして疎水性モノマーを選択した形態である。
【００９１】
　特に、記録物の定着性や耐擦過性は、本発明に係るマイクロカプセル化染料の染料を被
覆している共重合体（コポリマー）のガラス転移温度（Ｔｇ）を制御することによって可
能である。共重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）は－２０℃～３０℃が好ましい。Ｔｇが３
０℃を超えると定着性や耐擦過性が低下する傾向となり、Ｔｇが－２０℃より小さいと耐
溶剤性が低下する傾向となる。
【００９２】
　室温において本発明に係るマイクロカプセル化染料を使用したインクを用いて普通紙や
インクジェット記録用専用メディア等の記録媒体に印字すると、本発明に係るマイクロカ
プセル化染料粒子の周囲にある水媒体（水および／または水溶性有機溶媒からなる）が普
通紙やインクジェット記録用専用メディア等の記録媒体中に浸透してマイクロカプセル化
染料粒子の近傍から除去されることで粒子同士が近接するが、その際に染料集合体を被覆
している共重合体（コポリマー）のガラス転移温度が前記温度範囲であると、粒子間の間
隙に生じる毛細管圧によってマイクロカプセル化染料粒子の被覆ポリマー同士が融着して
染料を内部に包み込んだ（包含した）状態で成膜するため、画像の耐擦性を特に良好にで
きる。
【００９３】
　一般に、高分子固体、特に無定形高分子固体において、温度を低温から高温へ上げてい
くと、わずかな変形に非常に大きな力の要る状態（ガラス状態）から小さな力で大きな変
形が起こる状態へと急変する現象が起こり、この現象の起こる温度をガラス転移温度とい
う。一般には、熱走査型熱量計（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ ｓｃａｎｎｉｎｇ ｃａｌｏ
ｒｉｍｅｔｅｒ）による昇温測定によって得られた示差熱曲線において、吸熱ピークの底
部から吸熱の開始点に向かって接線を引いたときのベースラインとの交点の温度をガラス
転移温度とする。また、ガラス転移温度では弾性率、比熱、屈折率などの他の物性も急激
に変化することが知られており、これらの物性を測定することによってもガラス転移温度
が決定されることが知られている。本発明においては、熱走査型熱量計（ＤＳＣ）による
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昇温測定によって得られたガラス転移温度を用いた。
【００９４】
　本発明のインクを用いて普通紙やインクジェット記録用専用メディア等の記録媒体に印
字した際に、本発明に係る着色剤が常温でより好ましく成膜するためには、本発明に係る
マイクロカプセル化染料の被覆ポリマー（コポリマー）のガラス転移温度（Ｔｇ）は、よ
り好ましくは１５℃以下、さらに好ましくは１０℃以下である。したがって、本発明に係
るマイクロカプセル化染料の被覆ポリマー（コポリマー）は、ガラス転移温度が３０℃以
下になるように設計されることが好ましく、より好ましくは１５℃以下、さらに好ましく
は１０℃以下に設計されるのが好ましい。ポリマーのガラス転移温度は、主として疎水性
モノマーの種類や仕込み量を適宜選択することにより上記の範囲内に調節することができ
る。本発明に係るマイクロカプセル化染料の被覆ポリマー（コポリマー）のガラス転移温
度にあわせて、その温度以上で印刷物を加熱することが可能である場合は、ガラス転移温
度が加熱温度以下であれば成膜が可能であることから、ガラス転移温度は３０℃を越えて
も構わないが、この場合には、加熱機構をインクジェット記録装置に付帯させる等の必要
がある。
【００９５】
　その他のコモノマーとしては、疎水性モノマーの他、親水性モノマー（前記アニオン性
基を有する親水性モノマー以外の親水性モノマー）を挙げることができる。なお、必要に
応じて、他のコモノマーとして疎水性モノマーと前記親水性モノマーとを併用してもよい
。
【００９６】
　前記アニオン性基を有する親水性モノマー以外の親水性モノマーとしては、親水性基と
して水酸基、エチレンオキサイド基、アミド基、アミノ基を有するものが挙げられる。こ
れらの親水性基は、アニオン性基と共にカプセル表面で水相側に配向して存在すると考え
られ、紙のセルロース繊維のＯＨ基と水素結合を形成しやすいことから、これらの親水性
基を持つ親水性モノマーを併用して得たマイクロカプセル化染料を着色剤とするインクジ
ェット記録用インクを普通紙に対して吐出させた場合、着色剤が普通紙のセルロース繊維
上にさらに吸着しやすくなり、着弾位置近傍で且つ紙表面近傍に留まりやすくなるので、
さらに画像濃度が得られるとともに滲みの発生も抑制できる。親水性モノマーは、前記し
た第一実施形態及び第二実施形態の工程（Ｃ）にて水性媒体中に分散させるのが好ましく
、より具体的には、以下の手順を好適に例示できる。
【００９７】
　（１）カチオン性染料を主成分が脱イオン水である水性媒体に溶解し、これに「アニオ
ン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「
アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」がカ
チオン性染料のカチオン性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、
超音波を照射する工程。ここでは、アニオン性重合性界面活性剤及び／又は「アニオン性
基を有する親水性モノマー」のアニオン性基が、カチオン性基に吸着してイオン結合し、
固定化される。
　（２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」とアニオン性基を有する親水性モノマー以外の親水性モノマーを加え、超音波を照
射後、重合開始剤を加え、重合する工程。
　このような手順により、「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を
有する親水性モノマー」から誘導された繰り返し構造単位と、アニオン性基を有する親水
性モノマー以外の親水性モノマーから誘導された繰り返し構造単位とを有するポリマーで
被覆されたマイクロカプセル化染料を好適に製造できる。
【００９８】
　また、親水性コモノマーと疎水性コモノマーとを用いる場合においては、以下の手順を
好適に例示できる。
　（１）カチオン性染料を主成分が脱イオン水である水性媒体に溶解し、これに「アニオ
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ン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「
アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」がカ
チオン性染料のカチオン性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、
超音波を照射する工程。ここでは、アニオン性重合性界面活性剤及び／又は「アニオン性
基を有する親水性モノマー」のアニオン性基が、カチオン性基に吸着してイオン結合し、
固定化される。
　（２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」に対して共重合可能な疎水性のコモノマーを加え混合する工程。
　（３）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」と「アニオン性基を有する親水性モノマー」以外の親水性モノマーを加え、超音波
を照射後、重合開始剤を加え、重合する工程。
　このような手順により、「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を
有する親水性モノマー」から誘導された繰り返し構造単位と、疎水性のコモノマーから誘
導された繰り返し構造単位と、アニオン性基を有する親水性モノマー以外の親水性モノマ
ーから誘導された繰り返し構造単位とを有するポリマーで被覆されたマイクロカプセル化
染料を好適に製造できる。
【００９９】
　アニオン性基を有する親水性モノマー以外の親水性モノマーとしては、水酸基を有する
モノマーとして、たとえば、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチル
メタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタク
リレート、２－ヒドロキシブチルアクリレート、２－ヒドロキシブチルメタクリレート、
ポリエチレングリコール４００モノアクリレート、ポリエチレングリコール４００モノメ
タクリレート、ポリエチレングリコールモノメタクリレート、Ｎ－ヒドロキシエチルアク
リレート、Ｎ－ヒドロキシエチルメタクリレート、ジプロピレングリコールアクリレート
、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート等が挙げられる。また、アミド
基を有するモノマーとしては、アクリルアミド、メタクリルアミド、アクリル酸アミノエ
チルアミド、アクリル酸メチルアミノエチルアミド、アクリル酸メチルアミノプロピルア
ミド、アクリル酸エチルアミノエチルアミド、アクリル酸エチルアミノプロピルアミド、
アクリル酸アミノプロピルアミド、メタクリル酸アミノエチルアミド、メタクリル酸メチ
ルアミノエチルアミド、メタクリル酸メチルアミノプロピルアミド、メタクリル酸エチル
アミノエチルアミド、メタクリル酸エチルアミノプロピルアミド、メタクリル酸アミノプ
ロピルアミド、ビニルピロリドン等が挙げられる。また、エチルジエチレングリコールア
クリレート、エチルジエチレングリコールメタクリレート、メトキシポリエチレングリコ
ールアクリレート、メトキシエチレングリコールメタクリレート、メトキシトリエチレン
グリコールアクリレート、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン等を挙げることができる。
【０１００】
　記録物の定着性や耐擦過性、耐水性、耐溶剤性等の要求特性を満足するには、疎水性モ
ノマーを好適に使用することができる。すなわち、本発明に係るマイクロカプセル化染料
は、カチオン性染料を被覆するポリマーが、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有
するアニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」
から誘導された繰り返し構造単位に加え、疎水性モノマーから誘導された繰り返し構造単
位をさらに有していても良い。
【０１０１】
　疎水性モノマーとしては、その構造中に疎水性基と重合性基とを少なくとも有するもの
で、疎水性基が脂肪族炭化水素基、脂環式炭化水素基、芳香族炭化水素基の群から選択さ
れたものを例示できる。脂肪族炭化水素基としてはメチル基、エチル基、プロピル基等を
、脂環式炭化水素基としてはシクロヘキシル基、ジシクロペンテニル基、イソボルニル基
等を、芳香族炭化水素基としてはベンジル基、フェニル基、ナフチル基等を挙げることが
できる。
　重合性基としては、ラジカル重合が可能な不飽和炭化水素基であって、ビニル基、アリ
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ル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、プロペニル基、ビニリデン基、ビニレン基か
らなる群から選択されるのが好ましい。
【０１０２】
　疎水性モノマーの具体例としては、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレ
ン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ジメチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチ
ルスチレン、クロルスチレン、ジクロルスチレン、ブロムスチレン、ｐ－クロルメチルス
チレン等のスチレン誘導体；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸イソプロ
ピル、ｎ－プロピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｔ－ブチルアクリレート、
イソブチルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、アクリル酸ラウリル、ドデシルア
クリレート、ステアリルアクリレート、トリデシルアクリレート、イソデシルアクリレー
ト、イソオクチルアクリレート、イソミリスチルアクリレート、イソステアリルアクリレ
ート、イソアミルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシル
ジグリコールアクリレート、２－エトキシエチルアクリレート、エトキシジエチレングリ
コールアクリレート、メトキシトリエチレングリコールアクリレート、メトキシポリエチ
レングリコールアクリレート、メトキシジプロピレングリコールアクリレート、ブトキシ
エチルアクリレート、アクリル酸ベンジル、アクリル酸フェニル、フェノキシエチルアク
リレート、フェノキシジエチレングリコールアクリレート、フェノキシポリエチレングリ
コールアクリレート、エチレンオキサイド変成ノニルフェノールアクリレート、シクロヘ
キシルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレート、ジシクロペンテニルアクリレー
ト、ジシクロペンテニルオキシエチルアクリレート、イソボルニルアクリレート、テトラ
ヒドロフルフリルアクリレート等の単官能アクリル酸エステル類；メタクリル酸メチル、
メタクリル酸エチル、メタクリル酸イソプロピル、ｎ－プロピルメタクリレート、ｎ－ブ
チルメタクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタクリレート、ｎ－オク
チルメタクリレート、メタクリル酸ラウリル、ドデシルメタクリレート、ステアリルメタ
クリレート、トリデシルメタクリレート、イソデシルメタクリレート、イソオクチルメタ
クリレート、イソミリスチルメタクリレート、イソステアリルメタクリレート、イソアミ
ルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルジグリコー
ルメタクリレート、２－エトキシエチルメタクリレート、エトキシジエチレングリコール
メタクリレート、メトキシトリエチレングリコールメタクリレート、メトキシポリエチレ
ングリコールメタクリレート、メトキシジプロピレングリコールメタクリレート、ブトキ
シエチルメタクリレート、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸フェニル、フェノキシエ
チルメタクリレート、フェノキシジエチレングリコールメタクリレート、フェノキシポリ
エチレングリコールメタクリレート、エチレンオキサイド変成ノニルフェノールメタクリ
レート、シクロヘキシルメタクリレート、ジシクロペンタニルメタクリレート、ジシクロ
ペンテニルメタクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチルメタクリレート、イソボル
ニルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレート等の単官能メタクリル酸エ
ステル類；ステアリン酸とグリシジルメタクリレートの付加反応物等の油脂肪酸とオキシ
ラン構造を有する（メタ）アクリル酸エステルモノマーとの付加反応物；炭素原子数３以
上のアルキル基を含むオキシラン化合物と（メタ）アクリル酸との付加反応物；アリルベ
ンゼン、アリル－３－シクロヘキサンプロポネート、１－アリル－３，４－ジメトキシベ
ンゼン、アリルフェノキシアセテート、アリルフェニルアセテート、アリルシクロヘキサ
ン等のアリル化合物；フマル酸、マレイン酸、イタコン酸のエステル類；Ｎ－置換マレイ
ミド、環状オレフィンなどのラジカル重合性基を有するモノマーが挙げられる。
【０１０３】
　疎水性モノマーは、上記の要求特性を満足させるものが適宜、選択され、その添加量は
任意に決定される。
【０１０４】
　また、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、カチオン性染料（の集合体
）を被覆するポリマーが架橋構造を有してもよい。具体的には、カチオン性染料が、「ア
ニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「
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アニオン性基を有する親水性モノマー」から誘導された繰り返し構造単位と、疎水性の共
重合性モノマーと架橋性モノマーから誘導された繰り返し構造単位とを有するポリマーに
よって被覆されることにより、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料とされる
。
　このようなマイクロカプセル化染料は、本発明の第三実施形態に係るマイクロカプセル
化染料の製造方法に得ることができる。
【０１０５】
　すなわち、本発明の第三実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造方法は、
（Ａ）カチオン性染料を溶解した水性媒体に、前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び
／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「アニオン性重合性界面活性剤
」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」が前記カチオン性染料のカチオン
性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、前記「アニオン性重合性
界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を前記カチオン性染料
に固定化する工程と、
（Ｂ２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノ
マー」に対して共重合可能な疎水性モノマーと架橋性モノマーとを前記水性媒体に添加し
て混合する工程、
（Ｃ）前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は前記「アニオン性基を有する親水
性モノマー」を前記水性媒体に添加、混合し、重合開始剤を加えて乳化重合する工程とを
有する。
【０１０６】
　より具体的には、以下の手順を好適に例示できる。
（１）カチオン性染料を主成分が脱イオン水である水性媒体に溶解し、これに「アニオン
性重合性界面活性剤」を、前記「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性
基を有する親水性モノマー」がカチオン性染料のカチオン性基の総モル数に対して０．５
倍～２倍モルとなるように加え、超音波を照射する工程。ここでは、アニオン性重合性界
面活性剤及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」のアニオン性基が、カチオ
ン性基に吸着してイオン結合し、固定化される。
（２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマ
ー」に対して共重合可能な疎水性のコモノマーと架橋性モノマーを均一に混合して加え、
混合する工程。
（３）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマ
ー」を加え、超音波を照射後、重合開始剤を加え、重合する工程。
　このような手順により、架橋構造を有するポリマーで被覆されたマイクロカプセル化染
料を好適に製造できる。
【０１０７】
　本発明において使用できる架橋性モノマーとしては、ビニル基，アリル基，アクリロイ
ル基，メタクリロイル基，プロペニル基，ビニリデン基，ビニレン基から選ばれる１種以
上の不飽和炭化水素基を２個以上有する化合物を有するもので、例えば、エチレングリコ
ールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジ
アクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレングリコールジア
クリレート、アリルアクリレート、ビス（アクリロキシエチル）ヒドロキシエチルイソシ
アヌレート、ビス（アクリロキシネオペンチルグリコール）アジペート、１，３－ブチレ
ングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ネオペンチル
グリコールジアクリレート、プロビレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリ
コールジアクリレート、２－ヒドロキシー１，３－ジアクリロキシプロパン、２，２－ビ
ス〔４－（アクリロキシ）フェニル〕プロパン、２，２－ビス〔４－（アクリロキシエト
キシ）フェニル〕プロパン、２，２－ビス〔４－（アクリロキシエトキシ・ジエトキシ）
フェニル〕プロパン、２，２－ビス〔４－（アクリロキシエトキシ・ポリエトキシ）フェ
ニル〕プロパン、ヒドロキシビバリン酸ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，４
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－ブタンジオールジアクリレート、ジシクロペンタニルジアクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシペンタアクリレー
ト、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレ
ート、テトラブロモピスフェノールＡジアクリレート、トリグリセロールジアクリレート
、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌ
レート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート
、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレー
ト、ポリエチレングリコールジメタクリレート、プロビレングリコールジメタクリレート
、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、１，３－ブチレングリコールジメタクリ
レート、１，４－ブタンジオールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタク
リレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、２－ヒドロキシ－１，３－ジメタ
クリロキシプロパン、２，２－ビス〔４一（メタクリロキシ）フェニル〕プロパン、２，
２－ビス〔４－（メタクリロキシエトキシ）フェニル〕プロパン、２，２－ビス〔４－（
メタクリロキシエトキシジエトキシ）フェニル〕プロパン、２，２－ビス〔４－（メタク
リロキシエトキシポリエトキシ）フェニル〕プロパン、テトラブロモビスフェノールＡジ
メタクリレート、ジシクロペンタニルジメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ
メタクリレート、グリセロールジメタクリレート、ヒドロキシビバリン酸ネオペンチルグ
リコールジメタクリレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシペンタメタクリレー
ト、ジトリメチロールプロパンテトラメタクリレート、ペンタエリスリトールトリメタク
リレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、トリグリセーロールジメタクリ
レート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリス（メタクリロキシエチル）
イソシアヌレート、アリルメタクリレート、ジビニルベンゼン、ジアリルフタレート、ジ
アリルテレフタレート、ジアリルイソフタレート、ジエチレングリコールビスアリルカー
ボネート等が挙げられる。
【０１０８】
　架橋構造を有するポリマーで被覆されたマイクロカプセル化染料は、各種の水溶性有機
溶媒と水とからなる水性媒体中において長期の保存安定性に優れ、本発明で使用されるグ
リコールエーテル類および１，２－アルキレングリコールからなる群から選択された化合
物やアセチレングリコール系界面活性剤およびアセチレンアルコール系界面活性剤から選
択された化合物を含む水性媒体中において、長期間にわたり良好な保存安定性を有する。
その理由は明確ではないが、その一つの理由として、ポリマーが架橋構造を有することか
ら耐溶剤性が向上することに起因するものと考えられる。
　前記架橋性モノマーの添加量は、前記疎水性モノマーに対して０．０００１倍モル～０
．０５倍モルの範囲が好ましく、より好ましくは０．００１倍モル～０．０１倍モルの範
囲である。０．０５倍モルを超すと定着性の低下や耐擦性の低下、場合によっては粒子径
の増大等が起こるため好ましくない。前記架橋性モノマーの添加量は上記の範囲内で耐溶
剤性と定着性及び耐擦性を考慮して適宜決定することが好ましい。
【０１０９】
　本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、カチオン性染料（の集合体）を被
覆するポリマーが紫外線吸収活性および／または光安定化活性を有する部位を有すること
も可能である。
　具体的には、カチオン性染料が、「アニオン性基と疎水性基と重合性基とを有するアニ
オン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」から誘導
された繰り返し構造単位と、疎水性の共重合性モノマーと紫外線吸収活性を有する部位を
持つモノマー及び／又は光安定化活性を有する部位を持つモノマーから誘導された繰り返
し構造単位とを有するポリマーによって被覆されることにより、本発明の実施形態に係る
マイクロカプセル化染料とされる。紫外線吸収活性を有する部位を持つモノマー及び／又
は光安定化活性を有する部位を持つモノマーは、前記した第二実施形態の工程（Ｂ１）、
第三実施形態の工程（Ｂ２）にて水性媒体中に添加して混合するのが好ましく、カチオン
性染料を脱イオン水が主成分である水性媒体に溶解し、これに「アニオン性重合性界面活
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性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を加えて混合し超音波を照射
した後、疎水性の共重合性モノマーと紫外線吸収活性を有する部位を持つモノマー及び／
又は光安定化活性を有する部位を持つモノマーを加え混合してから、超音波を照射し乳化
後、重合開始剤を加えて重合反応することにより好適に作製できる。
【０１１０】
　より具体的には、以下の手順を好適に例示できる。
（１）カチオン性染料を主成分が脱イオン水である水性媒体に溶解し、これに「アニオン
性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」を、前記「ア
ニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」がカチ
オン性染料のカチオン性基の総モル数に対して０．５倍～２倍モルとなるように加え、超
音波を照射する工程。ここでは、アニオン性重合性界面活性剤及び／又は「アニオン性基
を有する親水性モノマー」のアニオン性基が、カチオン性基に吸着してイオン結合し、固
定化される。
（２）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマ
ー」に対して共重合可能な疎水性のコモノマーと紫外線吸収活性を有する部位を持つモノ
マー及び／又は光安定化活性を有する部位を持つモノマーを均一に混合して加え、混合す
る工程。
（３）「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマ
ー」を加え、超音波を照射後、重合開始剤を加え、重合する工程。
　このような手順により、紫外線吸収活性及び／又は光安定化活性を有する部位有するポ
リマーで被覆されたマイクロカプセル化染料を好適に製造できる。
【０１１１】
　本発明において使用できる紫外線吸収活性を有する部位を持つモノマーおよび光安定化
活性を有する部位を持つモノマーとしては、紫外線吸収活性および／または光安定化活性
を有する部位と、エチレン性不飽和結合とを有するモノマーが挙げられる。このようなモ
ノマーの具体例としては、エチレン性不飽和結合を有するベンゾトリアゾール系紫外線吸
収剤、エチレン性不飽和結合を有するベンゾフェノン系紫外線吸収剤、エチレン性不飽和
結合を有するサリチレート紫外線吸収剤、エチレン性不飽和結合を有するシアノアクリレ
ート系紫外線吸収剤、エチレン性不飽和結合を有するヒンダードフェノール系紫外線吸収
剤、またはエチレン性不飽和結合を有するヒンダードアミン系光安定化剤が挙げられる。
これらモノマーのエチレン性不飽和結合は、メタクロイル基、アクロイル基、ビニル基、
アリル基である。紫外線吸収能および／または光安定化能を有する部位を有するモノマー
として、市販されているものを利用することも可能である。例えば、ベンゾトリアゾール
骨格を有する紫外線吸収部位を有するモノマーとして、２－（２’－ヒドロキシ－５－メ
チルアクリルオキシエチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（商品名ＲＵＶＡ－９
３：大塚化学株式会社製）が挙げられる。また、ヒンダートアミン骨格を有する光安定化
部位を有するモノマーとして、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジルメタ
クリレート（商品名アデカスタブＬＡ－８２：旭電化工業株式会社製，商品名ＦＡＮＣＲ
ＹＬ ＦＡ－７１１ＭＭ：日立化成工業株式会社製）、ＦＡＮＣＲＹＬ ＦＡ－７１２ＨＭ
：日立化成工業株式会社製）が挙げられる。
【０１１２】
　紫外線吸収活性および／または光安定化活性を有する部位を有するポリマーで被覆され
たマイクロカプセル化染料は、耐光性に優れたものとなる。紫外線吸収活性を有する部位
を持つモノマーおよび光安定化活性を有する部位を持つモノマーはそれぞれ単独で使用す
ることもできるが、併用することによってその効果を飛躍的に向上させることができる。
　前記紫外線吸収活性を有する部位を持つモノマー及び／又は光安定化活性を有する部位
を持つモノマーの添加量は、前記疎水性モノマーに対して０．０１倍モル～１倍モルの範
囲が好ましい。
【０１１３】
　アニオン性重合界面活性剤及び／又はアニオン性基を有する親水性モノマーとの共重合
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、または、これらに加えて疎水性モノマーとの共重合は、重合開始剤の添加によって開始
されるのが好ましく、このような重合開始剤としては、水溶性の重合開始剤が好ましく、
過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、２，２－アゾビス－（２－メ
チルプロピオンアミジン）二塩酸塩、または４，４－アゾビス－（４－シアノ吉草酸）な
どが挙げられる。
【０１１４】
　また、本発明の重合反応では連鎖移動剤を用いることもできる。例えば、オクチルメル
カプタン、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、ｎ－ヘキサデシルメ
ルカプタン、ｎ－テトラデシルメルカプタン、ｔ－テトラデシルメルカプタンなどのメル
カプタン類；ジメチルキサントゲンジスルフィド、ジエチルキサントゲンジスルフィド、
ジイソプロピルキサントゲンジスルフィドなどのキサントゲンジスルフィド類；テトラメ
チルチウラムジスルフィド、テトラエチルチウラムジスルフィド、テトラブチルチウラム
ジスルフィドなどのチウラムジスルフィド類；ペンタフェニルエタンなどの炭化水素類；
及びアクロレイン、メタクロレイン、アリルアルコール、２－エチルヘキシルチオグリコ
レート、タービノーレン、α－テルピネン、γ－テルピネン、ジペンテン、α－メチルス
チレンダイマー（２，４－ジフェニル－４－メチル－１－ペンテンが５０重量部以上のも
のが好ましい）、さらに９，１０－ジヒドロアントラセン、１，４－ジヒドロナフタレン
、インデン、１，４－シクロヘキサジエン等の不飽和環状炭化水素化合物；キサンテン、
２，５－ジヒドロフラン等の不飽和ヘテロ環状化合物等が挙げられる。これらは、単独で
も２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１１５】
　そして、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料の製造は、カチオン性染料と
「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」（
これらの他に、疎水性モノマーを加えることもできる。）と水性媒体とを混合し、超音波
を所定時間照射した後、必要に応じて水性媒体を加えて再び超音波を所定時間照射して混
合、乳化し、超音波照射と攪拌を行いながら、所定の温度（重合開始剤の活性化する温度
）まで昇温し、重合開始剤を加えて重合開始剤を活性化させて乳化重合することによって
好適に実施することができる。
【０１１６】
　反応は、超音波発生器、攪拌機、還流冷却器、滴下漏斗、窒素導入管及び温度調節器を
備えて反応容器を使用するのが好ましい。
　重合開始剤の添加は、水溶性重合開始剤を純水に溶解した水溶液を滴下することにより
好適に実施できる。
　重合開始剤の活性化は、所定の重合温度まで昇温することにより好適に実施できる。重
合終了後に、ｐＨ７．０～９．０の範囲に調整し、濾過を行なうことが好ましい。ここで
、水性媒体は、前述したように、水を主成分とする溶媒のことであり、水の他に、任意成
分として、例えば、グリセリン類やグリコール類のような水溶性溶媒等を含んでいても良
い。また、重合温度は、６０℃～９０℃の範囲とされるのが好ましい。
【０１１７】
　以上のようにして得られる本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、染料の
集合体がポリマー層で完全に被覆される（欠陥部分がない）とともに、ポリマー層の親水
性基が水性媒体に向かって規則正しく配向するものと考えられるので（図２及び図４参照
）、水性媒体に対して高い分散安定性を有するとともに、高着色性、高発色性、高定着性
、耐水性を実現するものである。
【０１１８】
　以上に本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料について説明したが、これらの
マイクロカプセル化染料の粒子径は、好ましくは４００ｎｍ以下、更に好ましくは３００
ｎｍ以下、特に好ましくは５０～２００ｎｍである（本明細書において平均粒径の記述は
、レーザ光散乱法の計測値によって述べている。）。
【０１１９】
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［水性分散液］
　本発明の実施形態に係る水性分散液は、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染
料を含むものであり、このような水性分散液としては、前記本発明の実施形態における乳
化重合後の液を好適に例示できる。この水性分散液に、さらにインクジェット記録用イン
クとするための他の配合成分を常法によって添加することにより、本発明の実施形態に係
るインクジェット記録用インクを製造できる。
【０１２０】
［インクジェット記録用インク］
　本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、前記したように、水性分散液
を含んでいる。
　また、本発明の他の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、本発明の実施形態
に係るマイクロカプセル化染料と水とを少なくとも含んでいる。マイクロカプセル化染料
の含有量は、インクジェット記録用インクの全重量に対して、１重量％～２０重量％が好
ましく、より好ましくは、３重量％～１５重量％である。特に高い印刷濃度と高発色性を
得るには、５重量％～１５重量％が好ましい。
【０１２１】
　また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクの溶媒は、水及び水溶性有
機溶媒を基本溶媒として含むのが好ましく、また必要に応じて任意の他の成分を含むこと
ができる。
【０１２２】
　水溶性有機溶媒としては、エタノール、メタノール、ブタノール、プロパノール、又は
イソプロパノールなどの炭素数１～４のアルキルアルコール類、エチレングリコールモノ
メチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチ
ルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコール
モノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコール
モノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジ
エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコー
ルモノ－ｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、ジエチレ
ングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、１－メチル－１－メトキシブタノール、プロピ
レングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピ
レングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエ
ーテル、プロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリ
コールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエ
ーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、又はジプロピレングリコール
モノ－ｎ－ブチルエーテルなどのグリコールエーテル類、あるいは、ホルムアミド、アセ
トアミド、ジメチルスルホキシド、ソルビット、ソルビタン、アセチン、ジアセチン、ト
リアセチン、又はスルホランなどを挙げることができる。
【０１２３】
　また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、水溶性有機溶媒として
、インクジェット記録用インクの保水性と湿潤性をもたらす目的で、高沸点水溶性有機溶
媒からなる湿潤剤を含有するのが好ましい。このような高沸点水溶性有機溶媒としては、
沸点が１８０℃以上の高沸点水溶性有機溶媒を例示できる。
【０１２４】
　沸点が１８０℃以上の水溶性有機溶媒の具体例としては、エチレングリコール、プロピ
レングリコール、ジエチレングリコール、ペンタメチレングリコール、トリメチレングリ
コール、２－ブテン－１，４－ジオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、２－
メチル－２，４－ペンタンジオール、トリプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジ
プロピレングリコールモノエチルグリコール、ジプロピレングリコールモノエチルエーテ
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ル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコール、トリエチレ
ングリコールモノメチルエーテル、テトラエチレングリコール、トリエチレングリコール
、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル
、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、トリプロピレングリコール、分子量２００
０以下のポリエチレングリコール、１，３－プロピレングリコール、イソプロピレングリ
コール、イソブチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、
１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、グリセリン、メソエリスリトー
ル、ペンタエリスリトールを挙げることができる。沸点が２００℃以上である有機溶媒が
好ましい。これらは単独又は２種以上の混合物として使用することができる。これにより
、開放状態（室温で空気に触れている状態）で放置しても流動性と再分散性とを長時間で
維持するインクジェット記録用インクを提供することができる。更に、印字中もしくは印
字中断後の再起動時にノズルの目詰まりが生じ難くなり、高い吐出安定性が得られる。
【０１２５】
　これらの水溶性有機溶媒の含有量は、インクジェット記録用インクの全重量に対して、
好ましくは１０～５０重量％程度であり、より好ましくは１０～３０重量％である。
【０１２６】
　さらに、水溶性有機溶媒としては、２－ピロリドン，Ｎ－メチルピロリドン，ε－カプ
ロラクタム，ジメチルスルホキシド，スルホラン，モルホリン，Ｎ－エチルモルホリン，
１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン等の極性溶媒を挙げることができ、これらから
一種以上選択して用いてもよい。これら極性溶媒の添加は分散性に効果があり、インクの
吐出安定性を良好とすることができる。
　これらの極性溶媒の含有量は、インクジェット記録用インクの全重量に対して、好まし
くは０．１重量％～２０重量％であり、より好ましくは１重量％～１０重量％である。
【０１２７】
　本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、水性媒体の記録媒体に対する
浸透を促進する目的で、浸透剤を含有するのが好ましい。水性媒体が記録媒体に対して素
早く浸透することによって、画像の滲みが少ない記録物を確実に得ることができる。この
ような浸透剤としては、多価アルコールのアルキルエーテル（グリコールエーテル類とも
いう）、１，２－アルキルジオールが好ましく用いられる。具体的には、多価アルコール
のアルキルエーテルとしては、例えばエチレングリコールモノメチルエーテル、エチレン
グリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル
、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｉ
ｓｏ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジエチレング
リコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル
、エチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｔ－ブチ
ルエーテル、１－メチル－１－メトキシブタノール、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｔ－ブ
チルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、プロピレングリコー
ルモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプ
ロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエ
ーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、プロピレングリコー
ルモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル等が挙
げられる。１，２－アルキルジオールとしては、具体的には、例えば１，２－ペンタンジ
オール、１，２－ヘキサンジオールが挙げられる。これらの他に、１，３－プロパンジオ
ール、１，４－ブタンジオール１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール等の直鎖炭化水素のジオール類か
らも適宜選択されても良い。
【０１２８】
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　特に、本発明の実施形態においては、プロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプ
ロピレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ト
リエチレングリコールモノブチルエーテル、１，２－ペンタンジオール、１，２－ヘキサ
ンジオールが好ましい。これらの浸透剤の含有量は、インクジェット記録用インクの全重
量に対して、総量で、好ましくは１～２０重量％、さらに好ましくは１～１０重量％であ
る。浸透剤の含有量が１重量％より少ないと浸透性に効果がなく、２０重量％を超えると
画像の滲みによる印字品質の低下や粘度が高くなる等の不具合が生じるため好ましくない
。また、特に、１，２－ペンタンジオール、１，２－ヘキサンジオール等の１，２－アル
キルジオールを用いることによって、印字後の乾燥性と滲みが格段に改善される。
【０１２９】
　特に、本発明の実施形態において、グリセリンを含むことによって、インクの目詰まり
信頼性と保存安定性を十分に確保することができる。
　さらに、多価アルコールのアルキルエーテル及び１，２－アルキルジオールからなる群
から選択された１種以上の化合物を含むことによって、記録媒体へのインク溶媒成分の浸
透性を高めることができるため、本発明の実施形態のマイクロカプセル化染料と相俟って
、普通紙や再生紙等への印刷においても画像の滲みが激減して印字品質を格段に向上させ
ることができる。
【０１３０】
　また、前掲したグリコールエーテル類を使用する場合には、特に、グリコールエーテル
類と後述する界面活性剤としてのアセチレングリコール化合物とを併用するのが好ましい
。
【０１３１】
　また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、界面活性剤、特にアニ
オン性界面活性剤および／またはノニオン性界面活性剤を含んでなることが好ましい。ア
ニオン性界面活性剤の具体例としては、アルカンスルホン酸塩、α－オレフィンスルホン
酸塩、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルナフタリンスルホン酸、アシルメチルタ
ウリン酸、ジアルキルスルホ琥珀酸等のスルホン酸型、アルキル硫酸エステル塩、硫酸化
油、硫酸化オレフィン、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩；脂肪酸塩
、アルキルザルコシン塩などのカルボン酸型、；アルキルリン酸エステル塩、ポリオキシ
エチレンアルキルエーテルリン酸エステル塩、モノグリセライトリン酸エステル塩などの
リン酸型エステル型、；等が挙げられる。また、ノニオン性界面活性剤の具体例としては
、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル
、ポリオキシエチレンアルキルエステル、ポリオキシエチレンアルキルアミドなどのエチ
レンオキシド付加型；グリセリンアルキルエステル、ソルビタンアルキルエステル、シュ
ガーアルキルエステルなどのポリオールエステル型；多価アルコールアルキルエーテルな
どのポリエーテル型；アルカノールアミン脂肪酸アミドなどのアルカノールアミド型；が
挙げられる。
【０１３２】
　より具体的には、アニオン性界面活性剤としてはドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウ
ム、ラウリル酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテルサルフェートのアンモ
ニウム塩などが挙げられ、ノニオン性界面活性剤の具体例としてはポリオキシエチレンノ
ニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチ
レンドデシルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル、ポリオキ
シエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレ
ンアルキルエーテル、ポリオキシアルキレンアルキルエーテルなどのエーテル系、ポリオ
キシエチレンオレイン酸、ポリオキシエチレンオレイン酸エステル、ポリオキシエチレン
ジステアリン酸エステル、ソルビタンラウレート、ソルビタンモノステアレート、ソルビ
タンモノオレエート、ソルビタンセスキオレート、ポリオキシエチレンモノオレエート、
ポリオキシエチレンステアレートなどのエステル系等を挙げることができる。
【０１３３】
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　特に、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、界面活性剤として、ア
セチレングリコール系界面活性剤および／またはアセチレンアルコール系界面活性剤を含
んでなることが望ましい。これにより、インクを構成する水性媒体の記録媒体への浸透性
を高くでき、種々の記録媒体において滲みの少ない印刷が期待できる。
　本発明において用いられるアセチレングリコール化合物の好ましい具体例としては、下
記の式（６）で表される化合物が挙げられる。
【０１３４】
【化１１】

【０１３５】
　上記式（６）において、ｍ及びｎは、それぞれ０≦ｍ＋ｎ≦５０を満たす数である。ま
た、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立してアルキル基（好ましくは炭素数６以
下のアルキル基）である。
　上記式（６）で表される化合物の中でも、特に好ましくは、２，４，７，９－テトラメ
チル－５－デシン－４，７－ジオール、３，６－ジメチル－４－オクチン－３，６－ジオ
ール、３，５－ジメチル－１－ヘキシン－３－オールなどが挙げられる。上記式（６）で
表される化合物は、アセチレングリコール系界面活性剤として市販されている市販品を利
用することも可能であり、その具体例としては、サーフィノール１０４、８２、４６５、
４８５またはＴＧ（いずれもＡｉｒ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ ａｎｄ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ． Ｉ
ｎｃ．より入手可能）、オルフィンＳＴＧ、オルフィンＥ１０１０（以上、日信化学社製
 商品名）が挙げられる。
【０１３６】
　アセチレンアルコール系界面活性剤としては、サーフィノール６１（Ａｉｒ Ｐｒｏｄ
ｕｃｔｓ ａｎｄ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ． Ｉｎｃ．より入手可能）等が挙げられる。
【０１３７】
　これらの界面活性剤の含有量は、インクジェット記録用インクの全重量に対して、好ま
しくは０．０１～１０重量％の範囲であり、より好ましくは０．１～５重量％である。
【０１３８】
　また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、ｐＨ調整剤を含有する
こともでき、好ましくは、ｐＨを７～９の範囲、より好ましくは、７．５～８．５の範囲
に設定される。
　ｐＨ調整剤としては、具体的には水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化リチウム
、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチウム、リン酸ナトリウ
ム、リン酸カリウム、リン酸リチウム、リン酸二水素カリウム、リン酸水素二カリウム、
シュウ酸ナトリウム、シュウ酸カリウム、シュウ酸リチウム、ホウ酸ナトリウム、四ホウ
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酸ナトリウム、フタル酸水素カリウム、酒石酸水素カリウムなどのカリウム金属類、アン
モニア、メチルアミン、エチルアミン、ジエチルアミン、トリメチルアミン、トリエチル
アミン、トリス（ヒドロキシメチル）アミノメタン塩酸塩、トリエタノールアミン、ジエ
タノールアミン、ジエチルエタノールアミン、トリイソプロペノールアミン、ブチルジエ
タノールアミン、モルホリン、プロパノールアミンなどのアミン類などが好ましい。
　中でも、水酸化アルカリ化合物あるいはアミンアルコールを添加すると、インク中でも
マイクロカプセル化染料の分散安定性を向上できる。
　水酸化アルカリ化合物の添加量は、インク全量に対して、好ましくは０．０１重量％～
５重量％、より好ましくは０．０５～３重量％である。
　アミンアルコールの添加量は、インク全量に対して、好ましくは０．１重量％～１０重
量％、より好ましくは０．５～５重量％である。
【０１３９】
　また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、防カビ剤、防腐、防錆
の目的で、安息香酸、ジクロロフェン、ヘキサクロロフェン、ソルビン酸、ｐ－ヒドロキ
シ安息香酸エステル、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）、デヒドロ酢酸ナトリウム、
１，２－ベンチアゾリン－３－オン〔製品名：プロキセルＸＬ（アビシア製）〕、３，４
－イソチアゾリン－３－オン、４、４－ジメチルオキサゾリジン等を含むことができる。
また、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、記録ヘッドのノズルが乾
燥するのを防止する目的で、尿素、チオ尿素、及び／又はエチレン尿素等を含むことがで
きる。
【０１４０】
　特に好ましい本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、
（１）本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料
（２）ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエ
ーテル、及び／又は炭素数４～１０の１，２－アルキルジオールからなる群から選択され
る１種以上の化合物（浸透剤）
（３）グリセリン
（４）水（脱イオン水）
を少なくとも含む。
　このようなインクジェット記録用インクは、特に、分散安定性及び吐出安定性に優れ、
更に、長期にわたって、ノズルの目詰まりもなく、安定した印字が可能である。また、普
通紙や再生紙及びコート紙等の記録媒体において、印字後の乾燥性が良好で、滲みがなく
、高い印刷濃度を有し、発色性に優れた高品位の画像を得ることができる。
【０１４１】
　一般に、油溶性染料や分散染料等をモノマーに溶解して乳化重合や分散重合等によって
得た着色ポリマー粒子や予め乳化重合や分散重合等によって得られたポリマー粒子を油溶
性染料や分散染料等で染色して得た着色ポリマー粒子は、インクジェット記録用インクに
通常添加される水溶性溶媒や界面活性剤によって着色ポリマー粒子から色素が脱離しやす
い傾向にある。これに対して、本発明の実施形態においては、前記したように、カチオン
性染料のカチオン性基と「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有
する親水性モノマー」のアニオン性基とがイオン的に結合（イオン結合）して集合体を形
成し、さらに「アニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性
モノマー」の重合性基が重合反応して、芯（コア）の前記カチオン性染料の集合体と外郭
（シェル）層のポリマー層とが強固に結合されることからカチオン性染料由来の色素がイ
ンクジェット記録用インクに通常添加される水溶性溶媒や界面活性剤で脱離することはな
い。
【０１４２】
　更に詳しくは、油溶性染料や分散染料等をモノマーに溶解して乳化重合や分散重合等に
よって得た着色ポリマー粒子や予め乳化重合や分散重合等によって得られたポリマー粒子
を油溶性染料や分散染料等で染色して得た着色ポリマー粒子を用いて、前記のアセチレン
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グリコール系界面活性剤及び／又はアセチレングリコール系界面活性剤と、ジエチレング
リコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレン
グリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、又は１，
２－アルキルジオール等の浸透剤で浸透性を向上したインクでは、油溶性染料や分散染料
等の色素が着色ポリマー粒子から容易に脱離して、印刷物の印字品質、印字濃度、耐水性
、耐光性の低下をもたらす。
【０１４３】
　これに対して、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料を用いたインクジェッ
ト記録用インクでは、こうした現象が全く認められず、上記の浸透剤によって色素の脱離
が起こらないため、良好な印刷物の印字品質、印字濃度、耐水性、耐光性をもたらすこと
ができる。特に、普通紙や再生紙上で滲みの発生がなく十分な印刷濃度と耐水性や耐光性
を得ることができる。また、インクジェット記録用の専用メディアに対しても良好な耐水
性、耐光性を得ることができる。
　非特許文献１に記載されているように着色ポリマー粒子の分散性を向上するために高分
子タイプの界面活性剤が用いられる場合があるが、この高分子タイプの界面活性剤の一部
は分散媒中に溶解しており、係る着色ポリマー粒子をインクジェット記録用インクに使用
するとこのインク中に遊離している高分子タイプの界面活性剤の影響でインク組成物の粘
度が高くなる傾向にあるため、着色ポリマー粒子の含有量が制限されることが多い。
【０１４４】
　そのため、特に普通紙や再生紙において十分な印刷濃度を得ることができず、良好な発
色性を得られないことが多い。これに対して、本発明の実施形態に係るマイクロカプセル
化染料を用いたインク組成物では、前記したようにカチオン性染料のカチオン性基と「ア
ニオン性重合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」のアニ
オン性基とがイオン的に結合（イオン結合）して集合体を形成し、さらに「アニオン性重
合性界面活性剤」及び／又は「アニオン性基を有する親水性モノマー」の重合性基が重合
反応して、芯（コア）の前記カチオン性染料の集合体と外郭（シェル）層のポリマー層と
が強固に結合されることから、ポリマーのみが脱離していくことは無く、したがって、イ
ンク組成物の粘度増加が起きないのでインク組成物の低粘度化が容易で、マイクロカプセ
ル化染料をより多く含有させることができる。これによって、普通紙や再生紙上での十分
な印刷濃度を得ることができる。
【０１４５】
　前記した特に好ましい本発明の実施形態において、前記のアセチレングリコール系界面
活性剤及び／又はアセチレンアルコール系界面活性剤の添加量はインクの全重量に対して
、好ましくは０．０１～１０重量％、より好ましくは０．１～５重量％である。
【０１４６】
　前記した特に好ましい本発明の実施形態において、前記の浸透剤としてのジエチレング
リコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテルの添加量はイ
ンク組成物の全重量に対して、好ましくは１０重量％以下、より好ましくは０．１～５重
量％である。ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブ
チルエーテルを添加すると、浸透性の向上に顕著な効果を示す。また、ジエチレングリコ
ールモノブチルエーテル及び／又はトリエチレングリコールモノブチルエーテルの添加は
、アセチレングリコール系の界面活性剤の溶解性を向上させることと印字品質の向上に役
立つ。
【０１４７】
　前記した特に好ましい本発明の実施形態において、前記の浸透剤としての炭素数４～１
０の１，２－アルキルジオールの添加量はインク組成物の全重量に対して、好ましくは１
０重量％以下である。炭素数が３以下の１，２－アルキルジオールでは充分な浸透性が得
られず、炭素数が１５を超えると水に溶解しにくくなるので好ましくない。１，２－アル
キルジオールとしては、具体的には１，２－ペンタンジオール又は１，２－ヘキサンジオ
ールを用いるのが好ましく、それらを単独で又は両者を一緒に用いることができる。１，
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２－ペンタンジオールは、０．１～１０重量％の範囲で添加するのが好ましい。１，２－
ヘキサンジオールは、０．１～１０重量％の範囲で添加するのが好ましい。
【０１４８】
　また、特に、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクは、目詰まりが発生
しにくい特性（目詰まり信頼性）の向上のために、固体湿潤剤をインクの全重量に対して
０．１～２０重量％、好ましくは１～１０重量％で含有するのが好ましい。
　本明細書において、固体湿潤剤とは、保水機能を有する常温（２５℃）で固体の水溶性
物質を言う。好ましい固体湿潤剤は、糖類、糖アルコール類、ヒアルロン酸塩、トリメチ
ロールプロパン、１，２，６－ヘキサントリオールである。糖の例としては、単糖類、二
糖類、オリゴ糖類（三糖類および四糖類を含む）および多糖類があげられ、好ましくはグ
ルコース、マンノース、フルクトース、リボース、キシロース、アラビノース、ガラクト
ース、アルドン酸、グルシトール、（ソルビット）、マルトース、セロビオース、ラクト
ース、スクロース、トレハロース、マルトトリオース、などがあげられる。ここで、多糖
類とは広義の糖を意味し、アルギン酸、α－シクロデキストリン、セルロースなど自然界
に広く存在する物質を含む意味に用いることとする。また、これらの糖類の誘導体として
は、前記した糖類の還元糖（例えば、糖アルコール（一般式ＨＯＣＨ２（ＣＨＯＨ）ｎＣ
Ｈ２ＯＨ（ここで、ｎ＝２～５の整数を表す）で表される）、酸化糖（例えば、アルドン
酸、ウロン酸など）、アミノ酸、チオ糖など）があげられる。特に糖アルコールが好まし
く、具体例としてはマルチトール、ソルビトール、キシリトールなどが挙げられる。ヒア
ルロン酸塩は、ヒアルロン酸ナトリウム１％水溶液（分子量３５００００）として市販さ
れているものを使用することができる。これらの固体湿潤剤は単独あるいは２種以上を混
合して使用する。特に好ましい固体湿潤剤は、トリメチロールプロパン、１，２，６－ヘ
キサトリオールである。
【０１４９】
　固体湿潤剤を使用することによって、その保水機能によって水分の蒸発を抑えることが
できるため、インクの流路やノズル周辺での粘度の上昇がなく、また皮膜も形成されにく
いため、目詰りが起こり難くなる。また、上記の固体湿潤剤は化学的に安定であるため、
インク中で分解することもなく、長期にわたって性能を維持することができる。また、上
記の固体湿潤剤を添加してもインクがノズルプレートを濡らすことはなく、安定した吐出
を得ることができる。特に、トリメチロールプロパン、１，２，６－ヘキサントリオール
を使用した場合に優れる。
【０１５０】
　本発明においては、上記の固体湿潤剤の含有量は、単独で使用する場合には、インクジ
ェット記録用インク組成物の全重量に対して０．１～２０重量％が好ましく、より好まし
くは１～１０重量％であり、二種以上混合して使用する場合には、インクジェット記録用
インクの全重量に対して、二種以上の総量が０．１～２０重量％であるのが好ましく、よ
り好ましくは１～１０重量％である。二種以上混合して使用する場合の好ましい組み合わ
せは、糖類、糖アルコール類、ヒアルロン酸塩のグループとトリメチロールプロパン、１
，２，６－ヘキサントリオールのグループとの組み合わせである。この組み合わせは、添
加によるインクの粘度の上昇を抑えることが可能なため好ましい。固体湿潤剤の含有量が
０．１重量％未満では目詰まり性の改善に十分な効果が得られず、また２０重量％を越え
ると粘度が上昇し安定な吐出が得られにくくなるという弊害が起こりやすい。
【０１５１】
　以上、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクを説明したが、着色剤とし
て含有される本発明の実施形態に係るマイクロカプセル化染料は、表面のアニオン性基が
水性媒体側に向かって規則正しく密に配向しているものと考えられるので、効果的な静電
的な反発力が生じているものと考えられることから、従来の着色ポリマー粒子と比較して
吐出安定性にも優れ、より分散性（高分散性）および分散安定性に優れ、さらに、着色剤
の含有濃度が向上したインクジェット記録用インクを作製することができる。
【０１５２】
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　インクジェット記録は、本発明の実施形態に係るインクジェット記録用インクを公知の
インクジェットプリンタに搭載し、普通紙やインクジェット用記録媒体等の記録媒体に印
刷することにより、好適に行われ、これにより、記録ヘッドからのインクの吐出安定性を
優れたものにできるとともに、画像の堅牢性、耐擦性および発色性に優れ、画像の印字濃
度が高く、画像が滲みにくい記録物を得ることができる。また、記録媒体として普通紙を
使用しても、画像が滲みにくく、また画像の発色性が高い記録物が得られる。
【実施例】
【０１５３】
　以下、実施例及び比較例を挙げ、本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれらの
実施例に限定されるものではない。
【０１５４】
＜実施例＞
［マイクロカプセル化染料“ＣＤＭＰ１”の製造］
　塩基性染料Ｒｈｏｄａｍｉｎｅ ６ＧＣＰ（Ｃ．Ｉ．ベーシックレッド１）２ｇをイオ
ン交換水５０ｇに溶解した染料水溶液に、アニオン性重合性界面活性剤としてアクアロン
ＫＨ－１０を４ｇ添加し、混合攪拌した後に超音波洗浄器を用いて４５ｋＨｚで３０分間
超音波を照射した。次いで、均一に混合したベンジルメタクリレート２．４ｇとドデシル
メタクリレート１．６ｇを添加混合後、さらに、イオン交換水５０ｇに溶解した４ｇのア
ニオン性重合性界面活性剤アクアロンＫＨ－１０を添加し混合攪拌した後に、超音波洗浄
器を用いて４５ｋＨｚで３０分間超音波を照射した。これを、攪拌機、還流冷却器、滴下
漏斗、温度調整器、窒素導入管及び超音波発生器を備えた反応容器に投入した。反応容器
の内温を８０℃に昇温した後、イオン交換水１０ｇに重合開始剤として過硫酸カリウム０
．１５ｇを溶解した過硫酸カリウム水溶液を１０分間かけて滴下し、窒素を導入しながら
、８０℃で３時間重合した。さらに、イオン交換水１０ｇに過硫酸カリウム０．１５ｇを
溶解した過硫酸カリウム水溶液を１０分間かけて滴下し、窒素を導入しながら、８０℃で
１時間重合後、温度を室温まで下げて反応を停止した。重合終了後、限外濾過装置で未反
応物を取り除き、２ｍｏｌ／ｌ水酸化カリウム水溶液でｐＨ９に調製した。得られた分散
液を孔径１μｍのメンブレンフィルターで濾過し粗大粒子を除去して目的のマイクロカプ
セル化染料“ＣＤＭＰ１”の分散液を得た。リーズ＆ノースロップ社製のレーザードップ
ラー方式粒度分布測定機マイクロトラックＵＰＡ１５０で数平均粒子径を測定したところ
、約８０ｎｍであった。また、セイコー電子（株）製熱走査型熱量計（示差走査熱量計：
ＤＳＣ）ＤＳＣ２００を用いて室温にて乾燥させた上記のマイクロカプセル化染料のガラ
ス転移温度を測定したところ、５℃であった。
【０１５５】
【化１２】

【０１５６】
＜比較例＞
［着色ポリマー粒子の分散液Ａの製造（従来例４に相当）］
　酸性染料（Ｃ．Ｉ．アシッドレッド１）を ０．５ｍｍｏｌとカチオン性重合性界面活
性剤２－（メタクリロイルオキシ）エチルジメチルラウリルアンモニウムブロマイドを１
ｍｍｏｌと高分子タイプのノニオン性界面活性剤プルロニックＦ－８８（旭電化製）０．
１１２ｇとイオン交換水２０ｍｌを攪拌機、還流冷却器、滴下漏斗、温度調整器、窒素導
入管及び超音波発生器を備えた反応容器に投入した。反応容器の内温を７０℃に昇温した
後、５ｍｌのイオン交換水に溶解した４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）の０．１
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ｍｍｏｌを滴下し、窒素を導入しながら、７０℃で２４時間重合した。得られた生成物を
孔径１μｍのメンブレンフィルターでろ過し粗大粒子を除去して目的の着色ポリマー粒子
の分散液Ａを得た。
【０１５７】
　リーズ＆ノースロップ社製のレーザードップラー方式粒度分布測定機マイクロトラック
ＵＰＡ１５０で着色ポリマー粒子の数平均粒子径を測定したところ、約１７０ｎｍであっ
た。
【０１５８】
［着色ポリマー粒子の分散液Ｂの製造］
　酸性染料（Ｃ．Ｉ．アシッドレッド２６）２ｇをイオン交換水５０ｇに溶解した染料水
溶液に、カチオン性重合性界面活性剤として２－（メタクリロイルオキシ）エチルジメチ
ルベンジルアンモニウムクロライドを２．４ｇ添加し、混合攪拌した後に超音波洗浄器を
用いて４５ｋＨｚで３０分間超音波を照射した。次いで、ノニオン性重合性界面活性剤ア
デカリアソープＮＥ－１０ を６．５７ｇとイオン交換水５０ｇを添加し、混合攪拌した
後に超音波洗浄器を用いて４５ｋＨｚで３０分間超音波を照射した。これを、攪拌機、還
流冷却器、滴下漏斗、温度調整器、窒素導入管及び超音波発生器を備えた反応容器に投入
した。反応容器の内温を８０℃に昇温した後、イオン交換水１０ｇに重合開始剤として過
硫酸カリウム０．０９ｇを溶解した過硫酸カリウム水溶液を１０分間かけて滴下し、窒素
を導入しながら、８０℃で３時間重合した。さらに、イオン交換水１０ｇに過硫酸カリウ
ム０．０９ｇを溶解した過硫酸カリウム水溶液を１０分間かけて滴下し、窒素を導入しな
がら、８０℃で１時間重合した。温度を室温まで下げて反応を停止した。重合終了後、５
倍量のエチルアルコールを添加して重合生成物を沈殿させ、さらに遠心分離機で重合生成
物を沈降させて上澄み液を取り除いた後に、イオン交換水４０ｇを加えて超音波洗浄器を
用いて４５ｋＨｚで３０分間超音波を照射して再度分散した。これをエバポレータで残存
エチルアルコールを除去した後に、２ｍｏｌ／ｌ水酸化カリウム水溶液でｐＨ９に調製し
、再び超音波洗浄器を用いて４５ｋＨｚで３０分間超音波を照射して分散した。得られた
分散液を孔径１μｍのメンブレンフィルターでろ過し粗大粒子を除去して目的の着色ポリ
マー粒子の分散液Ｂを得た。
【０１５９】
　リーズ＆ノースロップ社製のレーザードップラー方式粒度分布測定機マイクロトラック
ＵＰＡ１５０で着色ポリマー粒子の数平均粒子径を測定したところ、約１４０ｎｍであっ
た。
【０１６０】
［着色ポリマー粒子の分散液Ｄの製造（従来例３に相当）］
　ドデシル硫酸ナトリウム２ｇ、脱イオン水１９８ｇ、及び、ｎ－ブトキシメチルアクリ
ルアミド５ｇをフラスコに仕込み、窒素気流下で攪拌しながら、液温を５０ ℃に上げた
。次に、Ｖ－７０（和光純薬工業社製、油溶性アゾ系重合開始剤）０ ．５ｇを含むエタ
ノール溶液５ 重量部をフラスコ内に注入し、すぐに、ｎ－ブトキシメチルアクリルアミ
ド４５ｇ、メタクリル酸メチル５０ｇ、ファンクリルＦＡ－７３１Ａ （日立化成工業社
製 トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌル酸のアクリル酸エステル、三官能モノ
マー）５ｇ、オラゾールレッドＧ（チバ スペシャリティー ケミカルズ社製、赤色アゾ染
料の金属錯体：油溶性染料）３０ｇ、Ｖ－６５（和光純薬工業社製、油溶性アゾ系重合開
始剤）を２ｇをイオン交換水１００ｇにノイゲンＥＡ１７０（第一工業製薬社製、ノニオ
ン系界面活性剤）６ｇを用いて分散した水分散物を２時間かけて滴下した。その後、同温
度で３時間攪拌した後、室温まで冷却し、着色ポリマー粒子の分散液Ｄを得た。これを孔
径１μｍのフィルターでろ過して、リーズ＆ノースロップ社製のレーザードップラー方式
粒度分布測定機マイクロトラックＵＰＡ１５０を用いて着色ポリマー粒子の数平均粒子径
を測定したところ、約１４５ｎｍ であった。
【０１６１】
［着色ポリマー粒子の分散液Ｅの製造（従来例２に相当）］
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　スチレン１９ｇ、フタロニアニン系油溶性染料ソルベントブルー（チバスペシャルティ
ケミカルズ社製「ＯＲＡＳＯＬ ＢＬＵＥ ＧＬ 」）１ｇを、室温で攪拌混合して青色均
一溶液となし、該溶液を、脱塩水７８ ．４７ｇに反応性アニオン性界面活性剤ビス（ポ
リオキシエチレン 多環フェニルエーテル）メタクリレート硫酸エステル（日本乳化剤社
製「Ａｎｔｏｘ －ＭＳ －６０ 」）１ ．７８ｇ と炭酸水素ナトリウム０ ．０１７９ｇ
 とを溶解させた水溶液中に、攪拌しながら滴下し、滴下終了後、更に１０ 分間攪拌して
得た青色分散液を、超音波分散機（ＳＭＴ 社製「ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ ＨＯＭＯＧＥＮ
ＩＺＥＲ ＵＨ －６００ 」）にて３０分間処理することにより、青色の、着色剤含有単
量体エマルションを作製した。得られたエマルションの単量体液滴の粒子径をリーズ＆ノ
ースロップ社製のレーザードップラー方式粒度分布測定機マイクロトラックＵＰＡ１５０
で測定したところ、体積平均粒子径で約７０ｎｍであった。得られた単量体粒子エマルシ
ョンを、攪拌器、冷却器、及び温度計を取り付けた内容積１００ｍｌの反応容器に移し、
窒素気流下、８０℃に昇温した後、過硫酸カリウム０ ．０２６１ｇを少量の脱塩水に溶
解させた水溶液を添加して重合を開始し、２時間経過後に重合を終了させ、スチレン－乳
化剤共重合体粒子中に着色剤を含有した着色ポリマー粒子の分散液Ｅを得た。得られた着
色ポリマー粒子の粒子径は体積平均粒子径で約７０ｎｍであった。
【０１６２】
［着色ポリマー粒子の分散液Ｆの製造（従来例１に相当）］
　温度計、攪拌機、還流冷却器および窒素導入管を備えた反応容器中に、アクリル酸ブチ
ル３７ｇと２－（メタクリロイルオキシ）エチルトリメチルアンモニウムクロライド１４
ｇ を入れ、イオン交換水を加えて１９０ｇ とした。攪拌しながら、反応容器内を窒素置
換した後、８０℃まで加熱し、その温度を保持しながら、２，２’－アゾビス［２－メチ
ル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－プロピオンアミド］ （ＶＡ－０８６ ：和光純薬工
業株式会社製）２％水溶液６０ｇを添加し、３ 時間重合を行い、乳白色のラテックスを
得た。得られたポリマー微粒子の粒径をリーズ＆ノースロップ社製のレーザードップラー
方式粒度分布測定機マイクロトラックＵＰＡ１５０）を用いて測定したところ、約１６０
ｎｍであった。このラテックスの限外ろ過を行い、水溶性ホモポリマーを除去した。得ら
れたラテックス２５０ｇ （固形物濃度２０ 重量％） に対して、分子内にアニオン性基
を二つ有するダイレクトイエロー１４４ の５％水溶液２００ｇを加え、着色ポリマー粒
子の分散液Ｆを得た。
【０１６３】
「インクジェット記録用インクの作製」
＜実施例１＞
　表１に示す組成に基づいて、実施例１のインクジェット記録用インクを調製した。
【０１６４】
【表１】

【０１６５】
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＜比較例１～９＞
　表２に示す組成に基づいて、比較例１～９のインクジェット記録用インクを調製した。
【０１６６】
【表２】

【０１６７】
　実施例１，比較例１～９のインクジェット記録用インク、並びに、これらのインクを用
いて印刷した記録物の評価を、下記に示す方法により行った。
【０１６８】
　評価１：印字品質
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクをインクカートリッジに充填し、これ
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をインクジェットプリンタＰＭ－７２０Ｃ（セイコーエプソン株式会社製）に装填して、
以下の普通紙各紙（再生紙を一部含む。）にアルファベットの大文字と小文字の各２４文
字を印刷し、目視での観察を行い、以下の基準で評価した。
　ＡＡ：全紙に滲みの発生が無い。
　Ａ：２～３紙に僅かに滲みの発生が観察されるのみである。
　Ｂ：全紙で僅かに滲みの発生が観察される。
　Ｃ：全紙で滲みの発生が多い。
　評価に用いた印刷用紙は、Ｃｏｎｑｕｅｒｏｒ紙、Ｆａｖｏｒｉｔ紙、Ｍｏｄｏ紙、Ｒ
ａｐｉｄ Ｃｏｐｙ紙、ＥＰＳＯＮ ＥＰＰ紙、Ｘｅｒｏｘ Ｐ紙、Ｘｅｒｏｘ ４０２４紙
、Ｘｅｒｏｘ １０紙、Ｎｅｅｎｈａ Ｂｏｎｄ紙、Ｒｉｃｏｐｙ ６２００紙、やまゆり
（再生紙）、Ｘｅｒｏｘ Ｒ（再生紙）の１２紙である。
【０１６９】
　評価２：印刷濃度
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクをインクカートリッジに充填し、これ
をインクジェットプリンタＰＭ－７２０Ｃ（セイコーエプソン株式会社製）に装填して、
普通紙のＸｅｒｏｘ Ｐ紙（ゼロックス社製）に、ベタ印刷を行い、このベタ印刷部分の
濃度を分光光度計（グレタグマクベス社製、ＧＲＥＴＡＧ ＳＰＭ－５０）で測定し、得
られた結果を下記に示す基準により評価した。
　ＡＡ：ＯＤ値：１．２以上
　Ａ：ＯＤ値：１．１以上１．２未満
　Ｂ：ＯＤ値：１．０以上１．１未満
　Ｃ：ＯＤ値：０．９以上１．０未満
　Ｄ：ＯＤ値：０．９未満
【０１７０】
　評価３：耐水性
　評価２の印字濃度試験で得られた印刷物の印字部分に１ｍｌのイオン交換水を滴下し、
２０分後の状態を目視で観察し、以下の基準で評価した。
　Ａ：全紙に変化が無い。
　Ｂ：印字部分から僅かに色材が流れ出しているが、文字の認識は可能である。
　Ｃ：印字部分から色材が流れ出して印字した文字の輪郭が不鮮明のため文字の認識が困
難である。
【０１７１】
　評価４：耐擦性
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクをインクカートリッジに充填し、これ
をインクジェットプリンタＰＭ－７２０Ｃ（セイコーエプソン株式会社製）に装填して、
セイコーエプソン製 スーパーファイン専用光沢フィルムに１０ｍｍ×１０ｍｍの領域に
１００％ｄｕｔｙでベタ印刷し、２５℃の温度で１時間放置した後に、上記の印刷領域を
ゼブラ社製イエロー水性蛍光ペン ＺＥＢＲＡ ＰＥＮ２（商標）を用いて、５００ｇ荷重
で速度１０ｍｍ／秒で擦り、汚れの発生の有無を観察した。その結果を以下の基準で評価
した。
　Ａ：２回擦っても全く汚れが生じない。
　Ｂ：１回の擦りでは汚れが生じないが、２回目の擦りで汚れが発生する。
　Ｃ：１回の擦りで汚れが発生する。
【０１７２】
　評価５：分散性
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクを２０℃でローリングボール式粘度計
ＡＭＶｎで内径０．９ｍｍのキャピラリーと直径０．７９４ｍｍ，密度７．８５０ｇ／ｃ
ｍ３の鋼球を用いて、傾斜角度が７０°、６０°、５０°、４０°、３０°のときの粘度
を測定し、横軸をｓｉｎθとし、縦軸を粘度としてプロットして得たｓｉｎθ－粘度曲線
における勾配を求めた。以下の基準でインクの分散性を評価した。
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　Ａ：ｓｉｎθ－粘度曲線における勾配が０～－０．０５であり、ニュートン性を示し、
特に良好な分散性を示す。
　Ｂ：ｓｉｎθ－粘度曲線における勾配が－０．０５～－０．１であり、ニュートン性に
近く、Ａに次いで良好な分散性を示す。
　Ｃ：ｓｉｎθ－粘度曲線における勾配が－０．１～－０．１５であり、非ニュートン性
を示すが、分散性はやや良い。
　Ｄ：ｓｉｎθ－粘度曲線における勾配が－０．１５より小さく、非ニュートン性を示し
、沈降が起こり易く、分散性が良くない。
【０１７３】
　評価６：分散安定性
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクをガラス製のサンプル瓶に入れ密栓後
、それぞれ６０℃で２週間放置して、放置前後でのインクの粘度について調べた。測定は
、レオメータ Ｐａａｒ Ｐｈｙｓｉｃａ社製のＰＨＹＳＩＣＡ ＭＣＲ３００でコーン半
径３７．５０ｍｍ、コーン角１＃、測定ギャップ０．０５ｍｍのコーンプレート（Ｐａａ
ｒ Ｐｈｙｓｉｃａ社製ＣＰ７５－１）を用いて、２０℃で、剪断速度が１５０／Ｓにお
ける粘度を測定した。得られた結果を以下の基準で評価した。
　Ａ：変化量が±０．１ｍＰａ・ｓ未満のもの。
　Ｂ：変化量が±０．１以上０．３ｍＰａ・ｓ未満のもの。
　Ｃ：変化量が±０．３ｍＰａ・ｓ以上のもの。
【０１７４】
　評価７：吐出安定性
　実施例及び比較例の各インクについて、これをインクジェットプリンタＰＭ－７２０Ｃ
（セイコーエプソン株式会社製）に装填して、セイコーエプソン（株）製スーパーファイ
ン専用紙に、１ｍｍの罫線を印刷して、ドット抜けやインク着弾位置ずれ等の印字の状態
を目視で観察し、以下の基準で評価した。
　Ａ：印字枚数が１００００枚以上印字してもドット抜けやインク着弾位置ずれがない。
　Ｂ：印字枚数が１０００枚以上１００００枚未満でドット抜けやインク着弾ずれが発生
する。
　Ｃ：印字枚数が１００枚以上１０００枚未満でドット抜けやインク着弾ずれが発生する
。
　Ｄ：印字枚数が１００枚未満でドット抜けやインク着弾ずれが発生する。
【０１７５】
　評価８：目詰まり信頼性
　前記評価１での行った印刷の後、プリンタの電源をオフにして放置し、１週間後に同様
な印字試験を行った。その時の“インクの吐出状況”を目視で観察した。そして、以下に
示す基準で評価した。
　Ａ：印字信号をプリンタに送信すると同時に、クリーニング動作なしで正常な印字を開
始する。
　Ｂ：クリーニング動作３回以内で、正常な印字を行う。
　Ｃ：クリーニング動作６回以内で、正常な印字を行う。
　Ｄ：クリーニング動作を７回以上繰り返しても、正常な印字が行えない。
【０１７６】
　評価９：耐光性
　実施例及び比較例のインクジェット記録用インクをインクカートリッジに充填し、これ
をインクジェットプリンタＰＭ－７２０Ｃ（セイコーエプソン株式会社製）に装填して、
普通紙のＸｅｒｏｘ Ｐ紙（ゼロックス社製）に、光学濃度が１．０となるようにベタ印
刷を行った。次に、キセノンウエザオメータ（ＡＴＬＡＳ社製、Ｃｉ－５０００）を使用
し、ブラックパネル温度３５℃、相対湿度６０％、３４０ｎｍ紫外線照射強度０．１８Ｗ
／ｍ２で、４５ＫＪ／ｍ２の暴露試験を行った。
　ベタ印刷部分の光学濃度を分光光度計（グレタグマクベス社製、ＧＲＥＴＡＧＳＰＭ－



(39) JP 5257409 B2 2013.8.7

10

５０）を用いて前記暴露試験の前後で測定することにより、暴露試験後の光学濃度の残存
率（％）を求めて、耐光性を下記に示す評価基準により評価した。
　ＡＡ：光学濃度の残存率が８０％を超える。
　Ａ：光学濃度の残存率が７０％を超え、８０％以下である。
　Ｂ：光学濃度の残存率が５０％を超え、７０％以下である。
　Ｃ：光学濃度の残存率が５０％以下である。
【０１７７】
　評価１０：発色性（彩度）
　実施例及び比較例の各インクについて、普通紙にベタ印刷（塗りつぶし印刷）をして、
その印刷部分をグレタグ濃度計（グレタグ社製）で測定し、下記式から彩度Ｃ＊を求めた
。得られた結果を下記に示す基準によって評価した。
　Ｃ＊＝［（ａ＊）２＋（ｂ＊）２］１／２

　Ａ：彩度Ｃ＊が７０以上
　Ｂ：彩度Ｃ＊が６５～７０
　Ｃ：彩度Ｃ＊が６０～６５
【０１７８】
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【表３】

【０１７９】
　表３に示すように、実施例１のインクジェット記録用インクは、全ての評価項目におい
て優れたものとなった。
　比較例１，３は、着色ポリマー粒子が高分子タイプのノニオン性界面活性剤によって分
散されていることにより、分散性、分散安定性、吐出安定性、目詰まり信頼性に劣った。
　比較例２は、着色剤製造の際、カチオン性重合性界面活性剤とノニオン性重合性界面活
性剤とが併用されたせいか、分散性、分散安定性、吐出安定性に劣った。
　比較例４，５は、着色ポリマー粒子がインクの着色剤として使用されており、染料が着
色ポリマー粒子から脱離しやすいせいか、印刷濃度や耐水性に劣った。
　比較例６は、染料を保護するポリマーが存在しないことから、染料単独での欠点が顕在
化し、耐水性、耐擦性、耐光性に劣った。
　比較例７～９は、従来の着色ポリマー粒子に、目詰まり信頼性の観点から好ましいと考
えられる水溶性溶媒を含む形態であるが、この水溶性溶媒によって着色粒子からの染料の
脱離が増長したせいか、印字品質が非常に劣る傾向となった。
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【符号の説明】
【０１８０】
１ カチオン性染料
２ アニオン性重合性界面活性剤
１０ カチオン性染料の集合体
１１ アニオン性基
１２ 疎水性基
１３ 重合性基
１４ カチオン性基
１５ 疎水性モノマー
６０， ６１ ポリマー層（ポリマー）
１００， １０１ マイクロカプセル化染料

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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